
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人国立健康・栄養研究所 

平成２２年度 業務実績評価シート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

別紙 



 

平 成 ２ ２ 年 度 評 価 項 目 に つ い て 

評価区分 ２２年度計画記載項目 頁  評価区分 ２２年度計画記載項目 頁 

評価シート１ 
（生活習慣病予防のための運動と
食事の併用効果に関する研究） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

１  評価シート１０ 
（社会的・行政ニーズへの対応に関
する事項を達成するための措置） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

１８ 

 

１ 研究に関する事項を達成するための措置 １   ２ 法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際協力等に関する事項を
達成するための措置 

１８ 

（１） 重点調査研究に関する事項を達成するための措置 １  （２） 社会的・行政ニーズへの対応に関する事項を達成するための措置 １８ 

ア 生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に関する研究 １  評価シート１１ 
（国際協力、産学連携等対外的な業
務に関する事項を達成するための
措置） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

１９ 

評価シート２ 
（日本人の食生活の多様化と健康
への影響に関する栄養疫学的研
究） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

４   ２ 法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際協力等に関する事項を
達成するための措置 

１９ 

 

１ 研究に関する事項を達成するための措置 ４  （３） 国際協力、産学連携等対外的な業務に関する事項を達成するため
の措置 

１９ 

（１） 重点調査研究に関する事項を達成するための措置 ４  評価シート１２ 
（栄養情報担当者（NR）制度に関す
る事項を達成するための措置） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

２１ 

イ 日本人の食生活の多様化と健康への影響に関する栄養疫学的研
究 

４   ２ 法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際協力等に関する事項を
達成するための措置 

２１ 

評価シート３ 
（「健康食品」を対象とした食品成
分の有効性評価及び健康影響評価
に関する調査研究） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

６  
（４） 栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関する事項を達成するための措置 ２１ 

 

１ 研究に関する事項を達成するための措置 ６  評価シート１３ 
（情報発信の推進に関する事項を
達成するための措置） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

２２ 

（１） 重点調査研究に関する事項を達成するための措置 ６   ３ 情報発信の推進に関する事項を達成するための措置 ２２ 
ウ ｢健康食品｣を対象とした食品成分の有効性評価及び健康影響評
価に関する調査研究 

６  評価シート１４ 
（運営体制の改善に関する事項を
達成するための措置） 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項を達成するための措置 ２３ 

評価シート４ 
（重点調査研究以外の調査研究に
関する事項を達成するための措
置） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

８  
 １ 運営体制の改善に関する事項を達成するための措置 ２３ 

 
１ 研究に関する事項を達成するための措置 ８  評価シート１５ 

（研究・業務組織の最適化に関する
事項を達成するための措置） 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項を達成するための措置 ２６ 

（２） 重点調査研究以外の調査研究に関する事項を達成するための措置 ８   ２ 研究・業務組織の最適化に関する事項を達成するための措置 ２６ 

評価シート５ 
（論文、学会発表等の促進） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

１０  評価シート１６ 
（職員の人事の適正化に関する事
項を達成するための措置） 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項を達成するための措置 ２７ 

 

１ 研究に関する事項を達成するための措置 １０   ３ 職員の人事の適正化に関する事項を達成するための措置 ２７ 
（３） 研究水準及び研究成果等に関する事項を達成するための措置 １０  評価シート１７ 

（事務等の効率化・合理化に関する
事項を達成するための措置） 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項を達成するための措置 ２９ 

ア 論文、学会発表等の促進 １０   ４ 事務等の効率化・合理化に関する事項を達成するための措置 ２９ 

評価シート６ 
（知的財産権の活用） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

１１  評価シート１８ 
（評価の充実に関する事項を達成
するための措置） 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項を達成するための措置 ３０ 

 

１ 研究に関する事項を達成するための措置 １１   ５ 評価の充実に関する事項を達成するための措置 ３０ 
（３） 研究水準及び研究成果等に関する事項を達成するための措置 １１  評価シート１９ 

（業務運営全体での効率化を達成
するための措置） 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項を達成するための措置 ３２ 

イ 知的財産権の活用 １１   ６ 業務運営全体での効率化を達成するための措置 ３２ 

評価シート７ 
（講演会等の開催、開かれた研究
所への対応） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

１２  評価シート２０ 
（外部研究資金その他の自己収入
の増加に関する事項を達成するた
めの措置） 

第３ 財務内容の改善に関する事項を達成するための措置 ３４ 

 

１ 研究に関する事項を達成するための措置 １２  
 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する事項を達成するための
措置  

３４ 

（３） 研究水準及び研究成果等に関する事項を達成するための措置 １２  評価シート２１ 
（経費の抑制に関する事項を達成
するための措置） 

第３ 財務内容の改善に関する事項を達成するための措置 ３５ 

ウ 講演会等の開催 １２   ２ 経費の抑制に関する事項を達成するための措置  ３５ 

エ 開かれた研究所への対応 １２  評価シート２１ 
（予算、収支計画、資金計画） 

第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 ３５ 
評価シート８ 
（研究実施体制等の整備に関する
事項を達成するための措置） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

１４ 
  １ 予算 ３５ 

 ２ 収支計画 ３５ 

 
１ 研究に関する事項を達成するための措置 １４   ３ 資金計画 ３５ 
（４） 研究実施体制等の整備に関する事項を達成するための措置 １４  評価シート２２ 

（その他の業務運営に関する重要
事項を達成するための措置） 

第５ その他の業務運営に関する重要事項を達成するための措置 ３７ 
評価シート９ 
（健康増進法に基づく業務に関す
る事項を達成するための措置） 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

１６ 
 （１）セキュリティの確保 ３７ 

第６ 平成２２年度独立行政法人国立健康・栄養研究所行事等予定表 ３７ 

 

２ 法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際協力等に関する事項を
達成するための措置 

１６  

（１） 健康増進法に基づく業務に関する事項を達成するための措置 １６ 
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国立健康・栄養研究所 評価シート（注：第２期中期計画五年度目） 

中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

第１ 中期目標の期間 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の

業務の質の向上に関する事項 

 

 通則法第２９条第２項第３号の国民に対して

提供するサービスその他の業務の質の向上に関

する事項は、次のとおりとする。 

 

１．研究に関する事項 

 

（１）重点調査研究に関する事項 

 

 

研究所の独自性を発揮するとともに、厚生労働

省における健康づくり施策に必要不可欠な科学

的知見を蓄積し、発信することを目的として、以

下の分野に特化・重点化して研究を行うこと。 

 

 ア 生活習慣病予防のための運動と食事の併

用効果に関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業

務の質の向上に関する事項を達成するため

の措置 

 

 

 

 

１．研究に関する事項を達成するための措置 

 

（１）重点調査研究に関する事項を達成するため

の措置 

 

 研究所の独自性を発揮するとともに、厚生労働

省における健康づくり施策に必要不可欠な科学的

知見を蓄積し、発信することを目的として、以下

の分野に特化・重点化して研究を行う。        

 

ア 生活習慣病予防のための運動と食事の併用効

果に関する研究 

 

 運動・身体活動による生活習慣病の一次予防、

食事と遺伝的因子の相互作用の解明並びに運動と

食事とによるテーラーメード予防法に関して、ヒ

トを対象とした試験、動物や細胞等を用いた実験

を行う。特に糖尿病及びメタボリックシンドロー

ムの一次予防に資する調査及び研究に特化・重点

化する。 

 

ａ 運動・身体活動による生活習慣病予防、運動

と食事指導の併用を行った場合の効果等につ

いて、実験的、疫学的な調査及び研究を行う。

これにより食事摂取基準、運動基準等を作成す

るための科学的根拠の提示を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の

質の向上に関する事項を達成するための措置 

 

 

 

 

 

１．研究に関する事項を達成するための措置 

 

（１）重点調査研究に関する事項を達成するための措置 

 

 

 

 

 

 

 

ア 生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に

関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ 運動基準、食事摂取基準等の改定のための科学的根

拠の提示 

①運動基準やエクササイズガイドで示された運動･身体

活動量の妥当性を検討するための大規模前向き研究を

継続し、1,000名以上の被験者割付・介入を開始する。 

②介護予防と動脈硬化予防を両立させる筋力トレーニ

ングとして筋張力維持法(スロートレーニング)の効果

を検討する。 

③新しい「健康づくりのための運動基準」及び「健康づ

くりのための運動指針（エクササイズガイド）」改定の

ための科学的エビデンスを収集し、身体活動･運動指導

を行うための研究論文データベースの一層の充実を図

る。 

④人間ドック受診者を対象とした大規模コホート研究

を継続し、3,000名のコホート参加を目指す。食事・身

体活動・食行動意識、心理的要因等と生活習慣病発症と

の関連性や、保健指導効果について引き続き検討する。 

⑤成人及び子どもにおいて、身体活動レベルや総エネル

ギー消費量の変動要因（行動の種類や活動強度の分布な

ど）を特定する。それに基づき、質問紙や歩数を用いた、

1 日当たりの身体活動レベル及び総エネルギー消費量

の推定法を確立する。また、様々な対象特性をもつ集団

（職業、運動習慣、生活地域、年齢など）において、既 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①運動基準やエクササイズガイドで示された運動･身体活動量の妥当性を検討するための大規模前向

き研究において、1,400名以上の登録を達成し、平成 22年 12月末の時点で約 915名の割り付けと介

入が終了した。そのベースラインデータを分析した結果、3 メッツ未満の低強度活動が高齢者の動脈

スティフネスに関連すること、全身持久力の高い高齢者は粥状動脈硬化の指標である頸動脈内膜中膜

複合体厚が薄いことを明らかにした。 

②高齢者の介護や虚弱予防のための運動方法を検討するために、システマティックレビューを実施し

た。 

③身体活動･運動に関する研究論文データベースに、運動基準・指針の改訂のエビデンスとなる約 50

本の論文を追加する作業を実施し、目標の論文登録を達成した。 

④人間ドック受診者を対象とした大規模コホート研究を継続し、約 3,000名のコホート参加者を得た。

食事・身体活動・食行動意識、心理的要因等と生活習慣病発症との関連性や、保健指導効果について

引き続き検討中である。 

⑤成人において、質問紙法（JALSPAQ）や活動記録法から総エネルギー消費量や身体活動レベルを推定

すると、総エネルギー消費量の実測値とは比較的強い相関がみられたが、身体活動レベルの推定には

限界があった。いずれの方法でも、中強度程度の活動時間が身体活動レベルと関連を示した。 

⑥小学生に加えて、39名の幼児を対象に、加速度計を装着した上で様々な活動における活動強度の値

が得られた。 

⑦成人男性 86名を対象に、体格・身体組成と DLW法で評価した身体活動レベルの関係を検討し、体脂

肪の蓄積が多い者で身体活動レベルが低いことを明らかにした。小学生でも、加速度計で評価した中

高強度活動時間と肥満に関連がみられたが、幼児では、やせで中高強度活動時間が短い傾向がみられ

た。 
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国立健康・栄養研究所 評価シート（注：第２期中期計画五年度目） 

  存の方法および新たに開発した推定法の妥当性を検討

する。 

⑥子ども（特に、幼児および小学生）において、代表的

な活動の強度（メッツ値）の標準値を再検討するととも

に、加速度計を用いて客観的に評価する方法を確立す

る。 

⑦体重増加の予防に有効な身体活動レベルを、二重標識

水（DLW）法の結果に基づいた観察研究により検討する。

また、ヒューマンカロリメーターを用いて評価した睡眠

時代謝量や基礎代謝量と、その後の体重増加との関係に

ついても検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 遺伝子改変動物を用いて、運動や食事指導に

よってメタボリックシンドローム及び生活習慣

病がいかに予防されるのかを、遺伝子解析等に

よる分子レベルでの機序解明を試み、運動と食

事指導による生活習慣病のテーラーメード予防

法の開発に資する科学的根拠を提示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ ヒトを対象として、基礎代謝量と遺伝素因の

相互作用や遺伝子多型と各栄養素摂取量、身体

活動量等との関係を明らかにし、生活習慣病発

症の遺伝、環境リスクの相互関係を解明する。 

 

 

 

 

 

ｂ 生活習慣病予防のための科学的根拠の提示 

①高脂肪食が、糖尿病・メタボリックシンドロームを発

症する分子メカニズムを解明するために、既に作製した

遺伝子操作動物あるいは樹立した遺伝子操作動物由来

膵β細胞株を用いて当該遺伝子の発現調節メカニズム

や膵β細胞の増殖メカニズムを検討する。また、脂質過

剰摂取生活習慣病モデル動物の血管内皮細胞のインス

リンシグナルと骨格筋のインスリン抵抗性におけるさ

らなる分子メカニズムの解明とマクロファージのイン

スリン抵抗性における役割について検討する。 

②マクロニュートリエント（脂質、糖質、蛋白質）の過

剰摂取、過少摂取によって生じる生活習慣病の発症機序

を分子レベルで解明し、その機序から疾病の予防、治療

法を考案する。身体活動による肥満/糖尿病予防機序の

解明、脂肪肝の原因を考慮した脂肪肝の予防法、エネル

ギー及び蛋白質摂取制限によって生じる生体適応及び

適応破綻の機序を脳卒中発症モデルラットを用いて明

らかにする。 

 

ｃ 生活習慣病と環境因子との関係解明 

①罹患同胞対法を用いた全ゲノム解析で２型糖尿病感

受性領域としてマップされ、遺伝子の同定に至っていな

い染色体領域を解析し、新たな２型糖尿病感受性遺伝子

を同定する。 

②これまでに明らかにしてきた日本人の 2 型糖尿病感

受性遺伝子について、遺伝因子と環境因子の相互作用を

検討する。 

③既に樹立した遺伝子操作動物を用いて、我々が同定し

た日本人の２型糖尿病感受性遺伝子の機能について解

明する。 

④人間ドック受診者を対象とした大規模コホート研究

において、これまでに明らかになった肥満や糖尿病関連

遺伝子の生活習慣病発症への寄与や、栄養・運動や食習

慣との相互作用について明らかにする。 

 

 

①欧米人と同様、日本人においても 2型糖尿病感受性遺伝子として同定された TCF7L2の機能を膵β細

胞特異的に低下させたトランスジェニックマウスは、膵β細胞量の低下により、インスリン分泌が障

害され、耐糖能異常を来すことが明らかとなった。また血管内皮特異的 Irs1欠損マウスと血管内皮特

異的 Irs1/Irs2 ダブル欠損マウスの解析から、血管内皮細胞のインスリンシグナルは、インスリン依

存性の骨格筋の糖取り込みの約半分程度を説明しうること、血管内皮細胞の Irs2が低下したような状

態では、十分ではないが Irs1がそのシグナルを伝達することが明らかとなった。 

② 運動時に骨格筋で発現が増加する転写共役因子PGC-1αはミトコンドリア量の増加を促進すること

が知られている。アイソフォーム PGC-1α-bや PGC-1α-cがβ2-アドレナリン受容体（AR）の活性化

を介して運動強度依存的にその発現量を増加するのに対し、アイソフォーム PGC-1α-aはβ2-AR活性

化を介さずに、比較的強い強度の運動時にのみ発現増加することを明らかにし、運動強度により各

PGC-1αアイソフォームの発現調節機序は異なることがわかった。大豆蛋白であるβ-コングリシニン

をマウスに摂取させると、PPARγ2 蛋白の発現を抑制し、飽和脂肪酸摂取による脂肪肝を改善するこ

とを明らかにした。 脳卒中動物モデル(SHRSP)において、カゼイン（又は乳清蛋白質）に含まれるペ

プチド、又は微量成分が脳出血発症を予防する可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 

①新規の 2 型糖尿病感受性遺伝子を同定するために、全ゲノム解析を行い、新たに UBE2E2 遺伝子、

C2CD4A/B 遺伝子が 2 型糖尿病感受性遺伝子であることを明らかにした。特に UBE2E2 遺伝子は、オッ

ズ比や Population Attributable Risk (PAR)が高く、日本人における寄与度は高いと考えられた。 

②2 型糖尿病感受性遺伝子のリスクアリル保有数が増加するにつれて、糖尿病の発症リスクが増加す

ることが明らかになった。 

③当該遺伝子欠損マウスは、インスリン分泌が低下し耐糖能異常を呈していることを明らかになった。 

④人間ドック受診者を対照とした大規模コホートを整備し、これまでに明らかになってきた肥満と糖

尿病関連遺伝子と摂食行動に関連する遺伝子多型との関連性について検討し、女性においては内臓脂

肪蓄積と男性では糖尿病所見との相関性があることを明らかにした。また、体力・身体活動と MTHFR

や PPARγ2の遺伝子多型が生活習慣病リスクに及ぼす相互作用を明らかにした。 
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国立健康・栄養研究所 評価シート（注：第２期中期計画五年度目）  

中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価の視点等 
【評価項目 第１－１（１）ア 生活習慣病予防のための運動と

食事の併用効果に関する研究】 
自己評定 Ｓ  評   定     Ａ  

  ２型糖尿病感受性遺伝子の同定とその機能の解明は順調に進んでおり、大規模コホ

ートの解析から新たな知見を得るなど、生活習慣病予防のための研究成果は着実にみ

られている。 

 また、血管内皮細胞のインシュリンシグナルと骨格筋の糖取り込み機序との関係

解明は生活習慣病予防や治療につながる平成 22年度の特筆すべき成果である。 

（委員会としての評定理由） 

生活習慣病予防効果を検証するための大規模コホート研究、２型糖尿病感受性遺

伝子の同定とその機能解明については、研究成果として評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・血管内皮細胞のインシュリンシグナルと骨格筋の糖取り込み機序との関係を解明

し、生活習慣病予防や治療に成果を挙げている点は高く評価できる。 

・中期計画を上回る実績をあげたことは評価に値する。ただ、研究の意義を一般国

民にとってわかるような形で提示するようにしてほしい。介入の効果があった、で

は、国民には何に役立つのかわからない。 

・中学生の DLW 法による身体活動量がそくていされたことや、２型糖尿病感受性遺

伝子の同定とその機能解明などで、中期計画を上回る成果が得られている。大規模

コホート研究の成果が待たれる。 

・3 つの平成 22 年度計画各々について、順調に取り組みがなされている。計画 a)

については、大規模コホート研究の成果の実践、エクササイズガイド改訂に向けた

手がかりが得られているので、今後の計画の実施の中で、それらの成果を活かすこ

とが求められる。計画 C)の研究成果については、遺伝子多型と栄養摂取量、活動量

の相関に関連して新しい日本人 2 型糖尿病遺伝子を同定したことは、研究成果のイ

ンパクトも高く、研究所の目的に沿った、特筆すべき学術的知見である。以上によ

り、自己評価の Sは、妥当であると判断する。 

・生活習慣病予防効果を検証するための大規模コホート研究は高く評価できる。人

間ドック受診者を対象とした大規模コホート研究の継続に期待したい。 

・年度計画に沿った事実の実施。 

 

（その他の意見） 

・レベルの高い雑誌に業績を出していることを高く評価する。しかし、重点調査研

究１としてあげている運動と食事の併用効果という内容に必ずしも則していない。

この位置付けであるならば、今後こちらを意識した展開を期待します。 

 

 

［数値目標］ 

－ 

 

－ 

［評価の視点］ 

・研究の質は高く保たれているか。 

 

実績：○ 

上記の成果に加え、運動時に骨格筋で発現が増加する転写共役因子は、運動強度に

より発現調節機序との関係解明に大きな成果が出ており、生活習慣病予防に向けた優

れた業績があった。 

・生活習慣病予防や健康づくり施策の推進やガイドライン策定に寄与するものであるか。 実績：○ 

厚生労働省策定の「エクササイズガイド 2006」で示された運動・身体活動量の生

活習慣病予防効果を検証するための大規模コホート研究を継続し、これまでの実績か

ら、低強度活動が高齢者の動脈スティフネスに関連すること、全身持久力の高い高齢

者は粥状動脈硬化の指標である頸動脈内膜中膜複合体厚が薄いことを明らかにした。 

・研究の結果（介入方法など）が特定健診・保健指導の実践に活用されているか。 

また、食事摂取基準・運動基準のエビデンスに採用されているか。 

実績：○ 

大規模コホート研究は、長期にわたる研究期間を必要とするので、まだ研究の結果

を保健指導の実践に生かすに至っていないが、現時点においても社会科学的に重要な

知見が見いだされており、将来の施策に寄与する可能性が大きいと評価する。 

・大規模コホート研究から得た結果が生活習慣病予防のために活用されているか。 実績：○ 

上欄に同じ 

・研究成果が適切に示されているか。 

  特に中長期的な観点から成果を評価する必要がある調査研究については具体的な成果

に関する将来展望が示されているか。 

実績：○ 

研究成果は、主に欧文原著論文として、インパクトファクターの高い国際的に主要

な学術誌に発表している。コホート研究については、中長期的な観点に立って、計画

的かつ効果的な実施を図っている。 

・研究成果の意義が適切に示されているか。 

 

実績：○ 

 研究成果の意義について、適切に示した。 

・長期的（10年以上）な観点から成果を評価する必要がある調査研究について、具体的な

成果に関する将来展望が示されているか。 

実績：△ 

 大規模コホート研究等、現時点では成果を実践に生かすところまでは至っていない

が、社会科学的に重要な知見を見いだすなど、副次的な研究成果が見られている。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

イ 日本人の食生活の多様化と健康への影響に 
関する栄養疫学的研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ 日本人の食生活の多様化と健康への影響に関
する栄養疫学的研究 

 
 日本人の食生活の多様性を科学的に評価するた
めの指標及び調査手法を開発し、それが健康に及
ぼす影響について疫学的な調査及び研究を行う。
特に日本人の食事摂取基準等の科学的根拠となる
データの蓄積と｢健康日本２１｣の評価への応用と
いう点を重点目標とする。 
 
ａ 栄養に関する実践において最も基本的かつ重
要な指針である「食事摂取基準」について、平
成２０年度に予定される改定作業に向け、系統
的レビューを平成１９年度まで重点的に行う。
また、今後の改定に向けて、ヒトを対象とした
疫学的研究及び基本的情報の収集等を継続的に
行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｂ 「健康日本２１」推進のためには、効果的な

運動・食事指導プログラムの開発と普及や、国
及び地方自治体での適切な指導効果の評価の
実施等が重要であることから、これらの手法の
開発、国民健康・栄養調査の機能強化及びデー
タ活用に資する検討を行う。 

 
 
 
 
 

イ 日本人の食生活の多様化と健康への影響に関する 
栄養疫学的研究 

 
 
 
 
 
 
 
 
ａ 栄養疫学的調査研究の実施 
①「日本人の食事摂取基準（２０１０年版）」の普及・
啓発事業に積極的に参画するとともに、普及啓発のため
の、簡易な資料・パンフレット等を作成する。「２０１
０年版」策定時の関係基礎資料をすべて収集・分類・整
理し、データベースに追加する。今後の策定や普及・啓
発事業において、当該データベースが十分活用されるよ
う、厚生労働省及び関係諸機関に必要十分な資料や技術
の提供を行う。 
②食事摂取基準の策定に資する基礎資料を得るための、
ヒトを対象とした栄養疫学研究を実施する。 
③食事に関連する栄養成分の生体指標（バイオマーカ
ー）を確立し、健康影響について、以下の研究を行う。 
・ビタミン A結合タンパク質（RBP4）がインスリン抵抗
性の新たな生体指標として活用できるか評価する。 
・低用量ビタミンＫ２の長期摂取が、閉経後女性の骨及
び脂質代謝に及ぼす影響を評価する。 
④地域在住高齢者及び介護施設入所者の栄養摂取状況
やビタミン・ミネラル栄養状態の調査を継続する。 

 
 
ｂ 国民健康・栄養調査の実施強化とデータ利活用のあ

り方に関する検討 
・国や地方自治体の要請や必要性に応じて、国民健康・
栄養調査ならびに自治体が独自に実施する健康・栄養調
査の機能強化やデータ活用に関する技術支援を引き続
き行う。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①「日本人の食事摂取基準（２０１０年版）」の普及・啓発事業として、研究所主催の講演会を開催し
た。また、自治体や栄養士会等が実施する研修会に、当研究所の職員が講師として参加するなど、協
力した。普及啓発のための、簡易な資料等を作成し、研修会で配布し、ホームページにも掲載した。 
②２０１０年版策定時の関係基礎資料をすべて収集・分類・整理し、データベースに追加した。また、
厚生労働省及び関係諸機関の要請に応じ、生活習慣病予防に関するガイドライン等からも、新たな資
料を収集し配布した。また、運動習慣のない事務職に従事する成人男性や、中学生における身体活動
レベルなどのデータを蓄積した。 
③閉経後女性を対象としたビタミン K2 の骨代謝マーカー及びその他の生体指標に及ぼす影響につい
ての試験を継続して実施した。 
・インスリン抵抗性の表現型を有する脂肪細胞において、RBP4遺伝子発現を促進する転写因子として
プロテアソーム構成因子 PSMB1を同定した。インスリン抵抗性になると PSMB1の細胞質から核への移
行が盛んに行なわれるようになることが判明し、これが RBP4 遺伝子の転写活性化の要因であること
を明らかにした。またこの成果を論文、学会発表および総説として公表した。 
・β-カロテン開裂酵素である BCMO1遺伝子発現制御に関する研究を行い、BCMO1遺伝子発現が積極的
に抑制される現象を見出した。 
④栄養疫学研究として、高齢者の栄養摂取に関する調査研究を実施し、高齢介護施設での提供食の食
品分析や、在宅高齢者の栄養摂取について検討した。 
 
 
 
 
 
・厚生労働省や地方自治体の主管部局に対して、過去の国民健康・栄養調査ならびに自治体が独自に
実施した健康・栄養調査のデータ活用や客観的評価に関して技術支援を行った。特に今年度において
は、国民健康・栄養調査の経年データから習慣的に喫煙する者の割合が男女とも減少傾向にあること
など、さまざまな健康指標に関する縦断的変化を客観的に評価することに努めた。これらは、国民健
康・栄養調査が国や地方自治体が実施する健康増進施策の立案や評価に役立つことを示すものであ
る。 
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評価の視点等 
【評価項目 第１－１（１）イ 日本人の食生活の多様化と健康

への影響に関する栄養疫学的研究】 
自己評定 Ａ  評   定     Ａ  

 

「日本人の食事摂取基準（2010 年版）」の普及啓発事業として、研究所主催の講演

会を開催し、また各地の講習会に多数の所員が講師として参加する等、国民の健康の

維持・増進に寄与した。また、当該基準に関して収集した基礎資料、文献等を整理し

データベースを構築中であり、将来の栄養疫学部門の研究と実践に大きく寄与する。 

（委員会としての評定理由） 

 「日本人の食事摂取基準（２０１０年版）」の普及啓発のための講演会の開催や各

地の講習会に講師を派遣することは、評価できる。またさらなる根拠に基づく充実

を期待する。 

 

（各委員の評定理由） 

・日本人の食事摂取基準（２０１０年版）の普及啓発のため、研究所主催の講演会

の開催や各地の講習会に講師を派遣する等、国民の健康の維持・増進に努めた｡ 

・優れた研究成果をあげたことは認める。しかし，大学等，他の研究機関でも実施

可能な研究と，国の独立行政法人の研究所だからこそ実施すべき公平性・中立性の

求められる研究とを区別して成果を示すべきである。疫学研究は基礎研究ではない

ので，新規性の追求だけが重要なのではない。 

・2つの 22年度計画について、順調に実施されている。「日本人の食摂取基準（2010

年版）」公表に合わせて、積極的な普及啓発活動が実施されている。ただし、これら

活動の成果がどうであったのかは、不明である。今後、アンケートなどにより、普

及活動の成果を検証する方策も取り入れることが期待される。 

・日本人の食事摂取基準の策定に関する疫学研究と実際に食事摂取基準を活用する

専門家への普及啓発事業は評価できる。今後、活用する対象者の実態とニーズ把握

をしていただき、十分に活用できるように配慮していただきたい。 

・食事摂取基準の作成は当研究所らしい内容。さらなる根拠に基づく充実を期待し

ます。 

・年度計画に沿った事実の実施。 

 

（その他の意見） 

・また、研究成果を、レベルの高い学術誌に発表していることは評価されるが、他

方、その学術的意義を中期計画・年度計画にあるアウトプットへ具体化することが

期待される。 

 

 

［数値目標］ 

  － 

 

－ 

［評価の視点］ 

・研究の質は高く保たれているか。 

実績：○ 

栄養疫学的研究の成果は、国内外の一流の学術誌に掲載されるなど、質の高い研究

を行った。 

・わが国の栄養疫学研究の進歩に寄与するものであるか。 実績：○  

 高齢介護施設高齢者及び在宅高齢者を対象とする栄養摂取状況についての調査研

究を行うなど、わが国の栄養疫学研究の進歩に寄与する研究を実施した。 

・日本人の食事摂取基準を策定（改定）するために有用な資料となるものであるか。 実績：○ 

 「日本人の食事摂取基準（2010 年版）」策定時の基礎資料をすべて収集・分類・整

理しデータベースに追加した。また厚生労働省等の要請に応じ、生活習慣病予防に関

するガイドライン等からも新たな資料を収集・配布するなど大きく貢献した。 

・策定に有用な資料（データベース）を作成・管理・公開しているか。 実績：○ 

 研究所内にレファレンス事務局をおき、基礎資料の収集及び文献レビューを行い資

料提供要請に対応するとともに、データベースを構築し公開準備中である。 

・国や地方自治体が実施する健康増進施策の立案や評価に用いることができる客観的なデ

ータとなっているのか。 

実績：○ 

 データの質は客観的かつ精度の高いものである。 

・研究成果が適切に示されているか。 

 特に中長期的な観点から成果を評価する必要がある調査研究については具体的な効果

に関する将来展望が示されているか。 

 

実績：○ 

 これらの研究成果は主要な学術誌に論文として発表するととともに、普及啓発事業

を通じて広く一般への広報活動を行った。また、関連する文献のデータベース化と一

般公開は、将来、栄養疫学部門の研究とその実践において大きく寄与すると考える。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

ウ 「健康食品」を対象とした食品成分の有効性

評価及び健康影響評価に関する調査研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 「健康食品」を対象とした食品成分の有効性

評価及び健康影響評価に関する調査研究 

 

 「健康食品」に含まれる食品成分の有効性及び

健康影響に関して、実社会における使用実態等を

把握するとともに、ヒトに対する影響を評価する

手法を開発する。その結果を幅広く公開し、「健康

食品」に関わるリスクコミュニケーションに資す

るデータベースの更新及び充実を継続して行う。 

 

ａ 保健機能食品等の健康志向に基づく食品の使

用実態等の情報を収集・把握し、栄養表示及び

健康表示の側面から、健康影響について調査検

討する。 

  また、栄養素以外の食品成分から広く健康影

響を持つ食品素材をスクリーニングして、その

ヒトにおける有効性評価について細胞モデル及

び動物モデルを用いて検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 「健康食品」に関する正しい知識の普及と健

康被害の未然防止並びに拡大防止を目的に、公

正で科学的な健康食品の情報を継続的に収

集・蓄積し、幅広く公開する。 

 

 

 

 

 

ウ 「健康食品」を対象とした食品成分の有効性評価及

び健康影響評価に関する調査研究 

 

ａ 栄養素及び非栄養素成分の機能性評価及び健康影

響に関する調査研究     

①食品の抗酸化力の測定を他施設と共に実施し、データ

ベースの充実を図る。また、抗酸化物質の摂取が、健康

に及ぼす影響について調査研究を行う。 

②微生物定量法が主となっているビタミン類、特にナイ

アシンの測定に関して、食品形態に対応した機器分析法

の導入を検討する。               

③脂溶性ビタミンの新たな有用性を分子レベルで明ら

かにするために、生活習慣病に関与すると考えられるシ

グナル分子や転写因子の機能解析を行ない、脂溶性ビタ

ミンの作用機構を明らかにする。 

④新規リン脂質の機能性及び新規機能性脂肪酸の有用

性と安全性に関する評価研究を行う。 

・低用量脂溶性ビタミンの長期摂取が、閉経後女性の骨

及び脂質代謝に及ぼす影響を評価する。 

・論文の系統的レビュー・メタ分析手法により、大豆イ

ソフラボン以外の機能性食品成分の健康影響を実施し、

より質の高い科学的根拠とする。 

・ダイエット関連の健康食品に添加されているハーブ類

の安全性を検討する。 

 

ｂ 「健康食品」に関する公正な情報の提供 

①科学的根拠に基づく最新の健康食品情報並びに国内

外で出されている安全性情報を継続的に蓄積し、健康食

品の安全性・有効性情報としてホームページ上で公開す

る。データベース化した有害事例情報については、その

特徴を解析し、類似した健康被害の発生防止に資する新

たな情報として公開する。 

②栄養士会等の関連団体との連携を図ることにより、特

別用途食品・栄養療法エビデンス情報に新規情報を追加

してさらに充実させる。また、継続的かつ効率的にデー

タベースが維持管理できる体制を整備する。 

③NR などのサプリメントアドバイザーを支援する情報

提供ツールを作成し、消費者に健康食品に関する正しい

知識を普及させる取り組みを行う。 

④ハイリスクグループによる健康食品の利用実態を調

査し、健康被害の未然防止のための情報の作成と提供を

行う。 

 

 

 

 

 

 

①一般的に食されている 13種類の果物の抗酸化力の測定を他施設と協力して実施し、果物からの抗酸

化物質一日摂取総量を推算した。また、抗酸化物質を含有するいわゆる健康食品の抗酸化力を測定し、

殆んどの食品の抗酸化物質含有量は野菜・果物からの食経験の範囲内であることを示した。 

②乳児用調製粉乳に含まれるナイアシンについて、HPLC にて評価したところ、適切な抽出溶媒を選択

することによって、表示値通りの試験結果が得られることが明らかになった。 

③ビタミン Kの脂質代謝調節作用のメカニズムを検討したところ、ビタミン K2が脂肪細胞の分化及び

脂肪合成系転写因子の遺伝子発現を抑制する可能性が示唆された。 

④共役脂肪酸の細胞内脂質蓄積に及ぼす影響を in vitro試験で検討した。50μM濃度以上の共役リノ

レン酸は 3T3-L1 細胞に対し細胞傷害性を示した。プニカ酸と 10t, 12c-共役リノール酸（CLA）に脂

肪蓄積抑制効果を認めた。 

・大豆イソフラボン抽出物サプリメントの成人血圧に対する効果、閉経期女性の骨密度・骨代謝マー

カーに対する効果についてそれぞれメタ分析による評価研究を行った。 

・ダイエット関連ハーブとして多用されているコレウス・フォルスコリにマウスの肝臓薬物代謝酵素

を誘導する作用があることを明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

①「『健康食品』の安全性･有効性情報」に関して、ニーズ把握及びデータベースへのデータ追加を行

った。特に安全性・被害関連情報については積極的に情報収集して迅速な提供に努めた。作成した情

報の内訳は、新規情報が約 230件、更新・追記情報が約 280であった。登録会員への更新情報メール

の配信（毎月）、健康食品に関するメールや電話での問い合わせ、新聞などの取材に適宜対応した。4

月からの新聞へのプロジェクト関連記事の紹介は 8件であった。サイトへのアクセス数は 8000件／日

以上が維持できていた。現在の情報提供のあり方を再考するためのアンケート調査を行い、現状を把

握した。 

②栄養士会との連携により運営している「特別用途食品・栄養療法エビデンス情報」データベースに

適宜情報を追加した。作成した情報の内訳は、新規情報が約 60件、更新・追加情報が約 230件であっ

た。サイトのアクセス数は、約 530件/日であった。(社)日本栄養士会等と連携しサイトの利用環境に

関して適宜対応した。 

③NRなどの支援のための情報提供、メールや電話での問い合わせ、新聞などの取材に適宜対応した。

NR などが情報提供に利用するツールの開発も行った。外部からのメールでの回答は約 80 件、電話は

１日数件であった。 

④妊婦を対象にサプリメント利用に関する実態調査を行い、調査時に対象者から寄せられた質問に対

し、ホームページ上で情報提供するとともにパンフレットを作成した。 
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評価の視点等 
【評価項目 第１－１（１）ウ 「健康食品」を対象とした食品

成分の有効性評価及び健康影響評価に関する調査研究】 
自己評定 Ａ  評   定 Ａ  

 

現在国内流通しているいわゆる健康食品中に含まれている抗酸化物質量は、野菜・

果物からの摂取量と比較して概ね食経験の範囲内であることを示すなどの成果を挙

げた。また、「特別用途食品・栄養療法エビデンス情報」のデータベース（最新版）

を一般公開し、医療現場での根拠に基づいた栄養療法の促進に寄与した。 

（委員会としての評定理由） 

 健康食品の抗酸化物質量が、概ね食経験の範囲内にあることを示した点について

は評価する。また、健康食品の安全性、有効性の情報提供については、概ね役割は

担われている。 

 

（各委員の評定理由） 

・国内に流通している健康食品中の抗酸化物質量は、野菜・果物からの摂取量と比

較して食経験の範囲内にあることを示した点は評価できる。 

・国民にとって関心の高い研究である。国内で流通している健康食品の抗酸化力の

測定などは、研究としては地味かもしれないが、国民生活に直接的に役立つものと

評価する。 

・健康食品の抗酸化力が概ね食経験の範囲内であることが判明したことを評価した

い。国民にわかりやすく情報提供されることを期待したい。 

・2つの年度計画とも順調に実施されている。A)の健康食品中の成分などの有効性、

健康影響評価に関する調査研究においては、4 課題が実施され、各々妥当な成果が

認められている。一方、これらの研究成果を、学術的意義づけとして論文として公

表するのか、あるいは、すでに実施している各種の情報提供の中に加えていくのか

という方向性がはっきりとしない。Ｂ）の情報提供、データベースの整備などにつ

いては、おおむね良好に推移しており、アクセス件数などにより、そのアウトプッ

トの妥当性も評価できる。 

・国民の関心が高い健康食品に関しては、データベースの公開と研究所の役割を知

っていただくことが重要であり、その役割は担われている。さらに、迅速なホーム

ページの更新とともに研究所をより一層 PRしていただきたい。 

・エビデンスを国民に示すことは大変重要。わかりやすくかつ根拠あるデータ提供

へさらに期待します。 

 

 

（その他の意見） 

・年度計画に沿った事実の実施がされているが、必ずしも独法が実施すべき事業で

はない。 

 

 

 

 

 

［数値目標］ 

・健康食品の安全性・有効性情報データベースの閲覧が１日平均 6,000件以上維持できて

いるか。 

 

当該サイトへのアクセス件数は一日 8,000件以上が維持されている。 

［評価の視点］ 

・研究の質は高く保たれているか。 

実績：○ 

閉経後女性においては、血中の不活性型オステオカルシンが高値を示す等、骨代謝

に異常が認められたが、低用量のビタミンＫ２の長期摂取により、骨代謝が改善され

ることを明らかにした。 

・食生活や生活習慣など、健康を総合的に考慮した健康食品の位置づけ、必要な情報提供

ができているか。 

実績：○ 

「健康食品の安全性・有効性情報」データベースの更新、追加を行い、「特別用途食

品・栄養療法エビデンス情報」のデータベースに適宜情報を追加し、一般に公開した。

アクセス件数は前者が一日 8,000 件以上、後者が一日 500 件以上であった。（業務実

績 p.10参照） 

・情報発信はタイムリーに行われているか。 実績：○ 

 特に健康食品の安全性・健康被害に関する情報について、迅速な収集及びホームペ

ージ等を通じた提供を行うとともに、ネット会員約 5,600名（平成 21年度 5,000人）

に対して定期的に更新情報を通知するなど、タイムリーな情報発信に努めた。 

・国内外の健康食品関連情報を収集してデータベース化し、またそのデータベース化した

情報の活用状況が客観的に評価できるか。 

 

実績：○ 

「健康食品の安全性・有効性情報」データベースの更新、追加を行い、「特別用途食

品・栄養療法エビデンス情報」のデータベースに適宜情報を追加し、一般に公開した。

アクセス件数は前者が一日 8,000 件以上、後者が一日 500 件以上であった。（業務実

績 p.10参照） 

・情報の提供や共有を図るための効果的な取り組みが常に検討されているか。 実績：○ 

 当研究所が収集、把握、評価を行う情報の効果的な活用についての検討の結果とし

て、妊婦を対象にサプリメント利用に関する実態調査を行い、その結果をホームペー

ジ上で情報提供した。 

・研究成果が適切に示されているか。特に中長期的な観点から成果を評価する必要がある

調査研究については具体的な効果に関する将来展望が示されているか。 

実績：○  

健康食品の安全性・有効性評価、食品中の抗酸化物質測定法の開発を中心とする研

究成果は、国内外の学会誌等に発表しており、今後、食品機能の比較評価のを行う上

で重要な成果である。特に健康食品の安全性・有効性評価に関する研究等については、

消費者の安全を確保する観点から、今後も継続的に実施していく必要がある。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

（２）重点調査研究以外の調査研究に関する事項 

 

 

ア 科学技術基本計画（仮称）に沿って、研究機

関として独自性の高い基礎的・応用的研究を行

うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研究の成果をより広く社会に還元するため

に、食育推進基本計画（仮称）に資する調査研

究を推進し、専門家（管理栄養士等）への情報

提供を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）重点調査研究以外の調査研究に関する事項

を達成するための措置 

 

ア 研究所の研究能力を向上させ、将来、その応

用・発展的な展開を可能とするために、関連研

究領域における基礎的・独創的・萌芽的研究を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

イ コホートを設定し、介入研究による栄養教育

の成果を研究する。食育及び栄養ケアマネジメ

ントに関して、行政、他機関と協力してエビデ

ンス作りを図る。 

また、管理栄養士等保健従事者の教育及び情

報の提供方法を研究する。 

 

 

 

 

（２）重点調査研究以外の調査研究に関する事項を達

成するための措置 

 

ア 研究能力の向上のための創造的研究の実施 

・若手研究者による独創的で、次期中期計画において

発展的に展開し得る研究課題のシーズとなるような

研究を、所内公募による競争的な環境の下で行う。 

 その際、事前・事後の評価を行い、研究の質を確保

する。 

 

 

 

 

 

イ 効果的な栄養教育手法の開発 

①内閣府における第２期食育推進計画策定に資する

ために、個人及び集団へのアプローチ・環境整備等を

含む多面的食育展開法確立のための調査・研究を行

う。 

②人間ドック受診者を対象にしたコホート研究で、メ

タボリックシンドローム予防のための栄養教育法に

ついての調査・研究を行う。 

③高齢者の摂食・嚥下困難者に対する食介護法につい

て調査・研究を実施し、その結果をワークショップ等

で実務者への情報提供を行う。 

④食育や栄養教育を推進する職能団体や自治体の事

業に対し、効果的な食育や栄養教育に関する情報を提

供しその活動を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「重点調査研究」ではカバーされない領域の独創的かつ萌芽的な研究課題（「創造的研究」）について

は、予算が配分されなかったため廃止された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①内閣府における第２次食育推進計画に資するため、若年成人朝食欠食における要因調査を実施し、若

年成人の朝食摂食に対する家庭での食育態度が重要であることを明らかにし、内閣府への資料として提

出し、提言を行った。また、栄養教諭の学校給食を通じての児童および家族への波及効果について全国

調査を開始し、学校から家庭への食育の情報発信が家庭での行動変容に重要であることを明らかにし

た。 

②人間ドック受診者を対象にしたコホート研究において、介入する際においてストレスを考慮した栄養

教育が必要であることを明らかにした。 

③在宅で介護支援を受けている高齢者の摂食・嚥下状況を把握するために、在宅高齢者の食生活実態調

査を実施し、高齢者の摂食しにくい食材、家事能力の低下度、摂食嚥下機能の低下状況を明らかにした。

また、介護施設での食事提供のばらつきを是正し標準的食事提供を実現するために、介護施設での食事

決定に係る新たな摂食機能判断尺度作成のための調査を行った。 

④食育を推進する職能団体および自治体が実施する食育啓発事業（35事業）において食育推進のための

科学的情報を提供すると共に講演および助言によって事業の支援を行った。 
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評価の視点等 
【評価項目 第１－１（２） 重点調査研究以外の調査研究に関

する事項を達成するための措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ｂ  

 
地域住民を対象とするコホート研究、高齢者の咀嚼・嚥下障害への対応に関する実

態調査など、重点調査研究以外にも、健康・栄養に関わる幅広い分野の研究を実施す

るとともに、専門家への情報提供にも努めた。 

（委員会としての評定理由） 

 創造的研究については予算削減により実施されないことは問題であるので、今後

の工夫と再構築が望まれる。 

 

（各委員の評定理由） 

・地域住民を対象とするコホート研究、高齢者の摂食・嚥下障害への対応に関する

実態調査の実施等や専門家への情報提供は評価できるが、今後の研究展開を見据え

た独創的な研究への積極的な予算配分ができなかったことは研究機関として問題で

ある｡ 

・研究員の異動など不測の事態があったことは理解するが、研究内容も成果も不十

分と考える。食育や高齢者の研究は、中途半端な感が否めない。 

・予算削減が不可避だとすると、重点調査研究以外の調査研究のすすめ方について

の工夫と再構築が望まれる。 

・2つの 22年度計画を挙げている。そのうちア）重点調査研究以外の創造的研究の

実施は見送られている。予算配分がなかったという外的要因をその理由として挙げ

ているが、計画が実施されなかったことは事実である。イ)食育推進計画策定のため

の、各種のアプローチについては、計画が妥当に実施されていると判断する。 

・重点調査研究以外の調査研究に関しても予算配分が出来ない中でも実施されてい

る。 

・食介護はこれからも重要になると考えるが、成果がよく見えない。摂食機能判断

尺度作成に期待する。担当研究者の変更があるようだが引継発展させていただきた

い。 

・創造的研究については「予算配分されなかった」という理由で新規に実施されず、

食育推進基本計画に奮する調査研究については、総括が未了。 

 

（その他の意見） 

 
 
 

［数値目標］ 

・高齢者の介護予防の観点から年 1回以上のワークショップを開催し、広く情報提供を行

う。 

 

高齢者の摂食・嚥下障害を考える研究交流会を開催（200 名の専門職の参加）し、

情報提供を行った。 

・効果的な栄養教育・食育について、職能団体等への支援を年 5回以上行う。 食育を推進する職能団体および自治体が実施する食育啓発事業（３５事業）におい

て食育推進のための講演及び助言を行い、食育の推進に努めた。（業務実績 p.12参照） 

［評価の視点］ 

・研究の質は高く保たれているか。 

実績：○ 

研究成果は主に英文論文として欧米の主要な学術雑誌に発表するなど、質の高い研

究を実施した。 

・独創的で、将来のシーズとなり得る研究が行われているか。 実績：○ 

 「重点調査研究」ではカバーされない領域の独創的かつ萌芽的な研究課題（「創造

的研究」）については予算が配分されなかったため、所内公募は行わず、研究の実施

は見送られた。 

・研究成果が適切に示されているか。 

 特に中長期的な観点から成果を評価する必要がある調査研究については具体的な効果

に関する将来展望が示されているか。 

実績：○ 

 研究成果は学術論文として発表、あるいは主要な学会で発表した。地域住民を対象

とする大規模コホート研究については、規模をさらに拡大し、引き続き研究を進めて

いく計画である。 

・食育推進会議等への参加により行政施策に寄与しているか。 実績：○ 

 内閣府食育推進評価委員として参画するなど、行政施策に寄与した。 
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国立健康・栄養研究所 評価シート（注：第２期中期計画五年度目）  

中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

（３）研究水準及び研究成果等に関する事項 

 

 

ア 健康・栄養に関する施策、ガイドライン等の

科学的根拠につながる質の高い研究を行い、研

究成果を論文等を通じて社会に発信・還元を行

うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研究水準及び研究成果等に関する事項を達

成するための措置 

 

ア 論文、学会発表等の促進 

調査及び研究の成果の普及を図るため、学術

誌への学術論文の投稿、シンポジウム、学会等

での口頭発表を行う。 

   これらについては、中期目標期間内に、学術

論文の掲載を２５０報以上、口頭発表を７５０

回以上行う。 

  なお、口頭発表は、海外においても積極的に

行う。 

 

 

（３）研究水準及び研究成果等に関する事項を達成する

ための措置 

 

ア 論文、学会発表等の促進 

①研究成果については、できるだけ国際的な場での発表

を目指し、査読付き学術論文５０報以上、口頭発表１５

０回以上を行う。 

 その際、原著論文については、インパクトファクター

が２．０以上の学術誌に、２５報以上掲載されることを

目指す。 

 なお、若手研究者による優れた研究成果の発表に対し

ては、競争的な事前審査により課題を選定し、海外渡航

費の付与を行う。 

②研究成果に係る著書・総説・解説を年間２００報以上

行う。 

③国民の健康増進に寄与するため、調査研究の成果を発

表するための講演を２００回以上行うほか、マスメディ

アによる報道が、５０件以上となるよう報道情報の収集

に努める。 

 

 

 

 

 

 

①査読付き学術雑誌への原著論文の掲載は、英文誌７６報、和文誌１９報の計９５報（２．７報／特

別研究員以上の研究員一人当たり）であった。なお、原著論文については、インパクトファクターが

２．０以上の学術誌に４２報掲載された。 

 なお、優れた研究成果を国際的な場で積極的に発表するために、所内公募により４件の海外渡航旅

費の付与を行った。 

②調査研究の成果に係る著書・総説・解説は１４９報であった。 

③国内外の学会における発表は、国際学会（国内での開催を含む）４２回、国内学会１５８回の計２

００回（５．７回／特別研究員以上の研究員一人当たり）であった。これらのうち、特別講演、シン

ポジウム等の招待講演は、国際学会７回、国内学会１４回であった。また、研究所で実施した調査研

究について、マスメディアより５３件の問い合わせがあった。 

 

評価の視点等 【評価項目 第１－１（３）ア 論文、学会発表等の促進】 自己評定 Ｓ  評   定 Ｓ  

 
英文論文を中心に目標を大きく上回る学術論文及び口頭発表を行うなど、優れた研

究業績を上げた。 
（委員会としての評定理由） 

 原著論文の採択や特別講演、招待講演を含む学会発表が質量ともに計画を大幅に

上回り、高い研究レベルが評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・インパクトファクターの高い原著論文の採択や特別講演、招待講演を含む学会発

表が質量ともに計画を大幅に上回っており、高い研究レベルが評価できる。 

・中期計画を上回る実績をあげたと高く評価する。 

・研究者 1人あたりの平均値だけでなく、バラツキも示してほしい。 

・22年度計画に挙げられている原著論文数、学会発表数ともに、上回った実績を残

している。原著論文のインパクトファクターの高さも評価できるものであり、また、

特別講演、招待講演の数においても評価できるものである。国立の研究所としての

レベルを維持していると判断する。ただし、論文発表の無い常勤研究員については、

単年度でなく複数年度で検証し・評価していくことも考慮することが望ましい。 

・論文、学会発表等は目標数を大幅に上回っている。 

・年度計画を上回る論文数、発表数。 

 

 

（その他の意見） 

・研究業績が優れているのは明らかである。研究所ならではの方向を意識しさらな

る発展を期待する。 

 

 

 

 

［数値目標］ 

・年度ごとに査読付きの学術誌に学術論文を 50報以上掲載されること 

 

 95報（英文 76、和文 19）掲載された。（業務実績 p.12参照） 

  

・インパクトファクターが 2.0以上の学術誌に年度ごとに 25報以上の原著論文が掲載さ

れること。 

 インパクトファクターが 2.0以上の学術誌に 42報掲載された。 

（業務実績 p.12参照） 

・研究者一人あたりの論文引用度を２．５０以上とする  論文引用は発表年度後になるので、現時点での評価はできない。 

・学会における口頭発表を年度ごとに 150回以上行う。   学会における口頭発表は 200回（国際学会 42回、国内学会 158回）であった。 

（業務実績 p.14参照） 

・調査研究に関する啓発・知識の普及等に関する一般講演を年間 200回以上行う  一般講演は 205回行った。 

・研究成果に係る著書・総説・解説を年間 150件以上行う。  実績は、149件（著書 23、総説 90、解説 36）であった。（業務実績 p.12､14参照） 

・調査研究の内容・成果に関する新聞・雑誌、テレビ・ラジオ等のメディアによる報道件

数として、毎年度 50 件以上の報道があるかどうか、研究所への社会的注目度の評価指標

として設定する。 

 実績は、53件（テレビ・ラジオ 17、雑誌 19、新聞 17）であった。 

［評価の視点］ 

・学会発表及び学術雑誌へ発表した論文は、高い水準を確保しているか。 

実績：○ 

インパクトファクターによる客観的評価によっても、国際的評価の高い学術雑誌へ

の発表が数多くなされた。国内外の主要な学会での発表でも高い水準を確保した。 

・海外において研究成果が積極的に発表されているか。 実績：○ 

 英文誌への原著論文掲載 76報、国際学会での発表 42回、招待講演 7回など、海外

に向けて研究成果を積極的に発表した。（業務実績 p.12､14参照） 

・上記数値目標について、研究分野ごとの分析を行っているか。 実績：○ 

 プログラム毎の分析を行い、評価に活かしている。 
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国立健康・栄養研究所 評価シート（注：第２期中期計画五年度目）  

中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

イ 調査・研究の成果を社会に還元するために、

知的財産権の取得・開示を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 知的財産権の活用 

 

 

  調査及び研究の成果については、それらが知

的財産につながるかどうかのスクリーニングを

行い、中期目標期間内に２０件以上の特許出願

を行う。 

  取得した特許権の実施を図るため、特許権情

報のデータベースをホームページ上に公開す

る。 

また、非公務員化の利点を活用し、研究所が

所有する知的財産の活用、又は所有する情報等

を用いた共同研究を民間企業及び大学等と積極

的に行うこととし、毎年２件以上の増加を目標

とする。 

 

 

 

イ 知的財産権の活用 

 

 

①知的財産権取得に適した研究について、その成

果の学会及び論文発表の前に掘り起こしを行い、

戦略性を持って年間５件程度の特許出願を行う。

また、当研究所の特許等に関わる情報を、ホーム

ページ上に公開し、民間企業等へ積極的に技術の

紹介を行う。 

②民間企業等との共同研究を年間１０件程度行

う。 

 

 

 

 

 

①費用対効果を勘案し、今年度は知的財産に係る申請を見送ることとした。 

②民間企業等との共同研究や受託研究などを通して、社会還元に向けた柔軟な取り組みの一層の推進に努

め、平成 22年度は 8件の共同研究及び 5件の受託研究を実施した。 

 

評価の視点等 【評価項目 第１－１（３）イ 知的財産権の活用】 自己評定 Ｂ  評   定 Ｂ  

 
特許の出願等は未だ少ないものの、質の高い知的財産の確保に努めるとともに、こ

れらの知的財産に関する情報や研究成果等を積極的に公開し、民間企業等との共同研

究や受託研究に精力的に取り組んだ。 

（委員会としての評定理由） 

 知的財産権については、研究所の特性を考えると取得が難しいのは理解できるが、

どのような戦略をもって取り組んでいくのか明確にし、一層の努力を期待したい。 

 

（各委員の評定理由） 

・民間企業等との共同研究や受託研究を通した積極的な社会還元に向けたさらなる

取組が期待される。 

・研究所の特性を考えると、知的財産権の取得が難しいことは理解できる。今後、

一層の努力を期待したい。 

・費用対効果を勘案し、出願をやめることは賢明な選択といえるが、では、どうす

るか。知的財産権の活用に関する中期計画の見直しも必要か？ 

・2つの 22年度計画のうち、知的財産権の活用については、費用対効果を勘案し、

申請が見送られている。特許に至る成果が得られているのかどうかも明らかではな

いが、記載されている理由を前提にすると中期計画の達成は不可能となる。他方、

民間等の共同研究などは妥当と判断する。 

・特許出願・取得は難しい研究分野とは思われるが、今後活用等の取り組みに期待

したい。 

・どんな戦略をもって実施されているか不明確。 

・数値目標未達成。 

 

（その他の意見） 

 

 

 

［数値目標］ 

・中期目標期間内に、20件以上の特許出願を行う 

（年間約 5件程度の特許出願を行う） 

 

費用対効果を勘案し、平成 22年度は知的財産権に係る申請を見送ることとした。 

（業務実績 p.14参照） 

・民間企業との共同研究を年間 10件程度行う。 平成 22年度には 8件の民間企業等との共同研究及び 5件の受託研究を実施した。 

（業務実績 p.14参照） 

［評価の視点］ 
・特許の出願及び再申請などは、戦略性をもって実施されているか。 

実績：○ 

特許等の出願にあたっては、知的財産権の確保及びその実用化の推進の観点から、

実用可能性や費用対効果を勘案しつつ行った。 

  

・知的財産の取得・開示のために、各種情報発信を行っているか。 実績：○ 

特許の取得及び出願状況をはじめ、当研究所の知的財産に関する情報を、当研究所

ホームページ及びヒューマンサイエンス振興財団等を通じて企業等へ積極的に公

開・情報発信を行った。 

・研究所が有する知的財産や情報等を活用した共同研究が活発に行われているか。 実績：○ 

 当研究所が有する知的財産等を活用して、国民健康・栄養調査、民間等との共同研

究及び受託研究を積極的に実施した。 
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国立健康・栄養研究所 評価シート（注：第２期中期計画五年度目）  
中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

ウ 健康・栄養関連の専門家を対象としたセミナ

ー、一般向けの講演会等を開催すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 研究所の一般公開を実施するとともに、中学

校・高等学校等からの見学にも積極的に応じる

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 講演会等の開催 

 

 

  健康・栄養関連の専門家向けのセミナー、幅

広い人々を対象とした講演会等をそれぞれ年

１回以上開催し、調査及び研究の成果を社会に

還元する。 

  また、関係団体が実施する教育・研修プログ

ラムへの職員の派遣を積極的に推進する。 

  一般及び専門家からの電話、メール等による

相談を受けるとともに、それらの相談に適切に

対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 開かれた研究所への対応 

 

 

 

幅広い人々に研究所の業務について理解を深

めてもらうことを目的に、年１回オープンハウ

スとして研究所を公開する。 

  また、健康と栄養に興味を抱かせ、将来、栄

養学研究を担う人材の育成に資するよう、「総合

的な学習の時間」による中学・高校生等の見学

を積極的に受け入れる。 

 

 

ウ 講演会等の開催 

 

 

①「日本人の食事摂取基準（２０１０年版）」の普及・

啓発のための講習会等に講師を派遣するとともに、資料

提供・企画支援を行う。 

②一般向けの公開セミナー（第１2回）を東京で開催す

る。研究で得られた成果を社会に還元するため、専門家

向けのセミナーを他機関との連携による開催を含め２

回程度行う。 

③管理栄養士・栄養士等の研修や生涯教育のプログラム

に対し、職員を積極的に派遣するとともに、連携も含め

それらのプログラムの企画等への支援を 3回程度行う。 

④外部からの電話やメールを介した問い合わせに適切

に対応するとともに、問い合わせの多い事項については

ホームページ上の FAQに反映させ、効率的な対応ができ

る体制の整備をさらに進める。 

 

 

 

 

 

エ 開かれた研究所への対応 

 

 

 

・オープンハウス（研究所公開）を実施し、運動実験施

設等における体験コーナーや食事・体力診断等を含め

て、当研究所の研究・業務内容をより多くの人々に身近

に知ってもらえるよう努める。なお、平成２１年度のア

ンケートで得られた広報活動が不十分であるという意

見を踏まえ、より効果的な広報活動を行う。また、所内

見学等に積極的に対応し、小学生や中高生が健康や栄養

に関して高い関心を持ち、正しい知識が普及出来る取り

組みを行う。 

 

 

 

 

 

①「日本人の食事摂取基準」（２０１０年版）の普及・啓発のため、研究所主催の講演会を開催した。

また、自治体や栄養士会が実施する研修会等に講師を派遣するとともに、資料提供・企画支援を行っ

た。 

②第 12 回一般公開セミナー（テーマ:生活習慣病を予防する食生活・身体活動～見つけよう、あなた

に合った健康づくり～）を平成 23年 2 月 26日(土)に開催し、600名近い参加者があった。これは、

生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に関する研究成果の情報発信の一つであり、国民の健

康づくり資する上で興味を引く内容とした。 

③専門家を対象とした研修 

・ 日本学術会議 IUNS分科会および日本栄養改善学会、日本栄養・食糧学会との連携により 9月 7日

（火）～9日（木）に「IUNS栄養学のリーダーシップ育成国際ワークショップ」を開催した。 

・ 第４回アジア栄養ネットワークシンポジウムを 9月 8日（水）に開催し、韓国、台湾、ベトナム、

シンガポール、日本における学校給食制度および関連プログラムについて議論を深め、相互交流を図

った。 

・地方自治体の栄養士等を対象に、健康・栄養調査等に関する技術研修を東京と大阪で、延べ 6 回開

催し、延べ 244名の参加があった。 

・管理栄養士・栄養士等の研修に、職員を講師として積極的に派遣し、専門職の技術向上に寄与した。

また、（社）日本栄養士会等が実施する研修プログラム等に対して支援・協力を行った。 

④外部からの電話やメールでの問い合わせに対して、適切な対応に努めた。 

 

 

 

 

 

・平成 22年 9月 25日（土曜日）にオープンハウス（研究所一般公開）と創立 90周年記念講演会を同

時開催した（参加者は 282名）。オープンハウスの内容は、食生活診断、健康体力診断、骨密度測定、

健康フィットネス体験、所内見学ツアー、NR 協会の協力を得た健康食品相談などである。また、「総

合的な学習の時間」への対応として中学校（6校 27名）、高校（9校 134名）を受け入れ、健康や栄養

に関わる知識や関心の普及・啓発を行った。 
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国立健康・栄養研究所 評価シート（注：第２期中期計画五年度目）  

    

評価の視点等 
【評価項目 第１－１（３）ウ、エ 講演会等の開催、開かれた

研究所への対応】 
自己評定 Ｓ  評   定 Ａ  

 

一般公開セミナーやオープンハウス等を通じた研究所の取り組みの紹介をはじめ、

地方自治体や各種団体、中高生等の施設見学を積極的に受け入れた。 

また、大学、学会等からの講師依頼にも積極的に対応し、開かれた研究所へ向けて

努力した。 

（委員会としての評定理由） 

 オープンハウス等各種の活動を積極的に展開し、開かれた研究所へ向けた努力に

ついては評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・オープンハウスの開催や中高生向けの総合学習は国民、特に若い世代への健康・

栄養に関する知識や関心の普及に有効であり、評価できる。 

・多くの研修会やセミナーなどを積極的に開催してきた点を評価する。 

・他業務をかかえながら開かれた研究所をめざした対応努力は評価できる。 

・各種の活動を積極的に展開し、具体的な参加者数を例示することでその効果を理

解しやすくしている点は評価できる。ただし、21年度実績との対比において、22年

度の自己評定を S とする根拠は乏しいといえる。今後、これらの啓発活動について

は、参加者のアンケートなどでその評価を検証することも必要であろう。 

・研究職の員数が少ない中で、多くの講演会等に講師を派遣するなど精力的に対応

されていると思われる。 

・オープンハウス、総合学習への貢献など、努力されていることが伺われる。更な

る内容の充実を。 

・年度計画どおりの事実実施。 

 

 

 

（その他の意見） 

 

 

［数値目標］ 

・外部からの所内見学者を毎年度 300名以上受け入れる。 

 

 オープンハウスと創立 90周年記念講演会を同時開催し、参加者は 282名、「総合的

な学習の時間」としての 161名、計 443名を受け入れた。（業務実績 p.16参照） 

・食事摂取基準・運動基準の普及・啓発のための講演会の開催もしくは講師の派遣を年１

０回以上行う。 

 地方自治体や栄養士会が主催する講演会に 34回職員を派遣した。 

・国民健康・栄養調査を含め、栄養関連調査の技術向上のためのセミナーを年５回以上実

施する。 

 全国２カ所、のべ 6回の講演を行い 244名の参加があった。（業務実績 p.14参照） 

・講演会等の参加者へのアンケート調査等により「非常に役に立った。役に立った」とい

う回答が７０％以上得られるようにする。 

 

 一般公開セミナーにおけるアンケート調査で、「非常に役にたった」「役にたった」

との回答が 70％以上であった。 

［評価の視点］ 

・講演会、セミナー等が関係団体との連携のもとに、タイムリーなテーマによって適切に

実施されているか。 

実績：○ 

 平成 23 年 2 月、国民の関心が高い生活習慣病を予防する食生活・身体活動をテー

マとする一般向け公開セミナーを実施し、600 名近い参加があった。（業務実績 p.14

参照） 

・講演会、セミナー等が関係団体との連携のもとに、社会・行政ニーズに沿って公正中立

な立場で年 1回以上実施されているか。 

実績：○ 

 一般公開セミナー及びアジア栄養ネットワークシンポジウム、（社）日本栄養士会

が主催するセミナーへの協力など、公正中立な立場から社会・行政ニーズに沿った活

動を行った。 

・講演会、セミナー等の参加者に対して満足度やニーズの把握を行い、高い満足度を得て

いるか。また、把握した結果を今後の企画等に役立てているか。 

実績：○ 

 アンケートを結果 70％以上の方から「役にたった」との回答を得られた。また、今

後の希望についても調査をしており、次回への参考としている。 

・講演会、セミナー等について参加者を増やすためにどのような取組・工夫を行ったか。 実績：○ 

 大手新聞社、マスコミ等へ事前に情報を提供、ホームページでの紹介等を通じてセ

ミナー等の開催について広報を行った。 

・専門職のスキルアップに役立つような講演会やセミナーが実施され、参加者から満足し

たとの評価を得ているか。 

 

実績：○ 

 講演会、セミナー等への参加者へのアンケート調査により、70％以上の参加者から

「満足」との回答を得ている。また、所内見学、オープンハウス参加者から多数の礼

状が届いている。 

・一般及び専門家からの相談、並びに研修の依頼等に関して、公正中立な立場で適切に対

応がなされているか。 

実績：○ 

 一般及び専門家からの相談、並びに研修の依頼等には公正中立な立場から対応して

いる。それゆえ協力した研修等はすべて教育機関及び公益法人であった。 

・外部からの見学の受入を積極的に行い、研究所の研究・業務内容の理解を深めてもらう

対応に努めたか。 

実績：○ 

 中期目標に示された中学・高等学校等からの見学には積極的に応じてきたところ。 

・中学生、高校生等に健康や栄養、及び関連研究に興味をもってもらうための取り組みが

年 3回程度実施されているか。 

実績：○ 

 中高生等に対して、「総合的な学習の時間」等を活用した施設見学や講義等により、

研究所の役割や取組内容をわかり易く紹介し、若い世代が健康・栄養への興味や関心

を高めてもらえるよう努めた。 

・管理栄養士・栄養士等の専門家（再）教育に対して、連携も含め年 3回程度実施してい

るか。 

実績：○ 

 管理栄養士・栄養士等の研修に、職員を講師として積極的に派遣し、専門職の技術

向上に寄与した。また、（社）日本栄養士会等が実施する研修プログラム等に対して

支援・協力を行った。 
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国立健康・栄養研究所 評価シート（注：第２期中期計画五度目）  

中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

（４）研究実施体制等の整備に関する事項 

 

 

ア 独立行政法人という組織形態の利点を最大

限活かした研究資金等の運用及び人的資源の配

置により、研究・業務の効率化を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 国内外の産業界を含む健康・栄養・食品関係

の機関との共同研究の拡充等を目的として、研

究所研究員の派遣及び他機関等の研究員の受

入れをより積極的に行うこと。 

 

 

ウ 大学及び民間企業等との連携・協力により、

研究者の交流を進め、人材の養成と資質の向上

を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 調査及び研究の円滑な実施が図られるよう、

適切な措置を講ずるとともに、他機関との共同

研究及び受託研究において、双方の研究施設及

び研究設備の稼働状況に応じた共同利用を図

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）研究実施体制等の整備に関する事項を達成

するための措置 

 

ア 研究・業務の効率的な実施という観点から、

研究員、研究補助員の配置を戦略的に行う。 

  研究所として重点的に実施すべき調査及び研

究並び法律に基づく業務については、研究業務

費を適切に配分し、確実な業務の執行に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 民間企業、大学、他の研究機関等との間で従

前から実施している共同研究に加え、新たな共

同研究等を積極的に推進するため、民間企業、

大学等へ研究所研究員を派遣するとともに、資

質の高い研究員を受け入れる。 

 

ウ 連携大学院、民間企業及び各種研究機関等か

ら研究員を年間 20 名程度受け入れ、研究所が

所有する情報・技術等を提供するとともに、研

究員を広く大学院や関係機関等に年間５名程

度派遣し、研究所の持つ情報・技術等を社会に

還元する。 

  また、国内外の若手研究員等の育成に貢献す

るため、博士課程修了者、大学院生、他機関に

属する研究員等を継続的に受け入れるための

体制の充実を図る。 

  また、連携大学院を増やし、兼任教授の派遣

を行うとともに、若手研究員の指導・育成を行

うため、求めに応じ、研究所研究員を他機関へ

派遣する。 

 

エ 施設・設備について、自らが有効に活用する

とともに、「独立行政法人国立健康・栄養研究所

設備等利用規程」に基づき、大学、他研究機関

による共同研究等での外部研究者等の利用に供

する。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）研究実施体制等の整備に関する事項を達成するた

めの措置 

 

ア 研究業務を効率的に実施するための効果的な人

員・予算の調整・確保 

①法律に基づく業務及び重点調査研究の担当部門に対

して、効率的に特別研究員や研究補助員を配置するとと

もに的確な予算配賦を実施し、戦略的かつ効率的な研究

に取り組み、着実な研究成果を求める。 

②プログラム/センター内における調査研究業務に付随

する事務的作業の効率化を促進するために事務部内の

研究支援体制の充実を図る。 

③運営費交付金をはじめ競争的資金などの予算につい

て、各研究業務の進捗状況及び費用並びに新たな課題を

勘案しながら柔軟に配賦を行うなど効果的な取り組み

を行う。 

 

 

 

イ 産学連携の推進 

①民間企業、大学、他の研究機関等との間で、研究者の

相互交流を促進し、研究技術の交換、施設・設備の共同

利用をより積極的に推進する。 

 

 

ウ 将来の研究人材の育成 

①連携大学院、民間企業及び各種研究機関等から研究員

等を年間１００名程度受け入れるとともに、当研究所の

研究員を大学院や関係機関等に年間３０名程度派遣し、

研究所の持つ情報・技術等を社会に還元する。 

②連携大学院について、引き続き拡大を図るとともに兼

任教員を派遣し、互いの強みを活かした研究協力を行

う。 

③流動研究員制度や連携大学院制度を活用し、博士課程

修了者等の若手研究者や大学院生を積極的に受け入れ

ることにより、将来の研究人材の育成に資するととも

に、研究所の研究機能の強化を図る。 

 

 

 

エ 施設・設備の有効活用 

①測定室、RI 室、動物飼育室、運動トレーニング室等

の各プログラムで共同で使用する施設・設備について

は、効果的に研究ができるよう環境を確保する。 

②｢独立行政法人国立健康・栄養研究所設備等利用規程｣

に従い、当研究所の施設・設備を利用して、他研究機関

の研究者・運動指導者と共同して運動による健康増進効

果に関する共同研究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①法律に基づく業務及び重点調査研究の担当部門に対して、特別研究員 4名（平成 23年 3月 30日現

在）をはじめ研究補助員を重点的に配置した。 

②事務部業務課を中心として、内部の研究支援体制の強化のため研究業務の推移に応じて各課からの

応援等フレキシブルな体制を構築し対応した。 

 また必要により、事務部連絡会議を開催し、多様な研究業務に対して効率的な事務対応の処理の実

施や、事務部門と研究部門の情報共有などの促進を図った。 

③運営費交付金や競争的資金の予算管理を所内イントラネットを活用し円滑に行ったことにより、柔

軟でメリハリのある事業運営及び管理を行うことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

・民間企業、大学等との共同研究や受託研究をはじめ、研究者の交流や施設の共同利用等を通じて、

研究員等を 108名受け入れ、社会還元に向けた柔軟な取り組みを積極的に推進した。 

・研究者の相互交流や研究技術の交換等を図るため、当研究所から大学、民間企業・団体等へ延べ 69

名の研究者を派遣した。うち大学へは 23名、民間企業・団体等へは 46名であった。 

 

 

①平成 22年度は 24名の研究者を客員教授、非常勤講師等として大学へ派遣するとともに、海外から

の 5名を含め、大学院等から 108名の研究員等（流動研究員、研修生を含む。）を受け入れた。うち若

手研究員等（35歳未満）は、47名（うち研修生 27名）であった。 

②連携大学院として、お茶の水女子大学、東京農業大学大学院、女子栄養大学大学院、早稲田大学ス

ポーツ科学学術院、名古屋市立大学大学院及び福岡女子大学と協定書を取り交わしており、5 名を客

員教授等として派遣し、若手研究者の育成・指導を行った。 

③また、流動研究員制度や連携大学院制度を活用し、若手研究者や大学院生を 108 名（海外からの受

け入れ 5名を含む。）を受け入れ、人材育成とともに、研究所の研究機能の強化を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

①各施設の管理を一元化し、使用者間の調整を行うことで使用効率を上げるとともに、施設・設備の

環境整備を包括的に行った。 

②運動実験施設を中心に共同利用を推し進め、運動施設については、年間使用回数 677回、延べ 10,670

人が利用した。共同利用により運動施設を使用した者は、健康増進プログラムの実施する様々な研究

に被験者として参加しており、エクササイズガイドや食事摂取基準の改訂のための研究データ蓄積に

大きく貢献している。また、ヒューマンカロリメーターについても、産学連携に基づく施設活用を促

進や他の学術機関との共同研究の推進により、学術成果の蓄積が着実に進んでいる。 
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評価の視点等 
【評価項目 第１－１（４） 研究実施体制等の整備に関する事

項を達成するための措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ａ  

 
連携大学院及び民間企業等との人材交流や共同研究を進めるとともに、研究テーマ

の重要性や進捗に応じて研究費を配分するなど、研究の効果的・効率的推進に努めた。 

（委員会としての評定理由） 
 研究実施体制の整備については、研究業務の効率的な実施のための人員配置が適
切に行われ、また連携大学院や民間企業との人材交流や共同研究を積極的に行った
ことは評価できる。 
 
（各委員の評定理由） 
・連携大学院および民間企業等との人材交流や共同研究を積極的に行っている。 
・中期計画にそった着実な実績と評価する。 
・中期計画通りに粛々と研究実施体制の整備にあたったと評価できる。 
・4 つの年度計画について、各項目に複数の小項目を設定し、多彩な面から、研究
実施体制などの整備に関する計画を実施している。その実績も妥当なものであり、
計画を十分達成していると判断する。 
・国内唯一の栄養疫学を研究する機関として多くの機関と共同研究を進めているこ
とは評価できる。さらに、多くの団体や機関と発展的に栄養疫学を進めていただき
たい。 
・重点配置の工夫は評価できる。 
・年度計画に従った実施。 
 
 
 
（その他の意見） 
 
 

 

［数値目標］ 
・連携大学院、民間企業及び各種研究機関等から研究員を年間 100名程度受け入れるとと

もに、研究員を大学院や関係機関等に年間 30程度派遣する。 
 

 

 平成 22 年度には大学や民間企業、研究機関等から、目標を上回る計 108 名の研究

員を受け入れた。また、大学の客員教授等として 24名の職員を派遣した。（業務実績

p.16､18参照） 

［評価の視点］ 
・研究・業務が効率的に行われるための取り組みを行っているか。 
 

実績：○ 

研究部門及びそれを支える事務部門の業務が効率的に行われるよう、新たな人員配

置及び「予算執行管理システム」等を更新した。 

・研究員、研究補助員を戦略的に配置しているか。 

  

実績：○ 

 法定業務である国民健康・栄養調査及び食品試験業務など、国の施策推進に関わる

プロジェクト等に対して、重点的に研究者及び技術補助員を配置した。 

・研究資金等の配分が、課題の優先付け、進捗状況等に応じて適切に行われているか。 実績：○ 

 研究企画委員会において各プログラム/プロジェクトにおける調査研究・業務の進

捗状況を定期的に把握・評価し、それらの結果を予算及び人員配置に反映させた。 

・共同研究を積極的に実施しているか。 実績：○ 

 平成 22 年度においては民間企業等との共同研究や受託研究等を通じて、積極的な

連携に引き続き取り組んだ。 

・共同利用促進のためにどのような取り組みを行っているか。 
 

実績：△ 

 当研究所のヒューマンカロリメーターについて、大学との共同研究、共同利用を行

った。 

・施設･設備を有効に研究に活用しているか。 実績：○ 

施設・設備の有効な活用に引き続き努める。 
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 中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

２．法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国

際協力等に関する事項 

 

（１）健康増進法に基づく業務に関する事項 

 

 

ア 国民健康・栄養調査の実施に関する事務のう

ち、集計事務については、「健康日本２１」、都

道府県健康増進計画等の政策ニーズに適時対

応して、迅速かつ効率的に集計を行うこと。 

  また、外部委託のより積極的な活用、高度集

計・解析システムの活用等により効率化を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 厚生労働省が収去した特別用途表示及び栄

養表示がなされた食品の試験業務を的確に実

施する。また、特定保健用食品の関与成分等、

新たな食品成分の分析技術及びそれらの分析

に用いる食品成分の標準品等を規格化するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国

際協力等に関する事項を達成するための措置 

 

（１）健康増進法に基づく業務に関する事項を達

成するための措置 

 

ア 国民健康・栄養調査の集計事務については、

政策ニーズに対応した迅速かつ効率的な集計を

行う。具体的には、当該年度の集計事務を、調

査票のすべてを受理してから７ヶ月を目途（た

だし、調査項目に大幅な変更が生じない場合に

限る）に行う。 

  また、外部委託、高度集計・解析システムの

活用等により、効率的な集計を行うことにより、

経費の削減を図る。 

  さらに、都道府県等が行う健康・栄養調査に

対する支援を含めて関連する技術的な事項につ

いて、 研究所がより積極的に対応する。 

  特に、平成２２年度に行われる都道府県等健

康増進計画の最終評価に向けて、調査結果の活

用、評価手法等について、平成２０年度までに

重点的に技術支援を行う。 

 

イ 厚生労働省が収去した特別用途食品及び栄養

表示がなされた食品の試験業務を的確かつ迅速

に実施する。 

  特別用途食品の許可に係る試験業務につい

て、分析技術が確立している食品成分の試験業

務は、検体の受理から試験の回答までを２ヶ月

以内に行うことを目指す。 

  また、分析技術の確立していない特定保健用

食品の関与成分等の新たな食品成分への技術的

対応については、他登録試験機関での応用も可

能な分析技術の規格化及び当該食品成分の標準

品の開発の実現を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際協力

等に関する事項を達成するための措置 

 

（１）健康増進法に基づく業務に関する事項を達成する

ための措置 

 

ア 健康・栄養調査の効率的実施 

①国民健康・栄養調査の集計業務については、調査票の

受理後、７ヶ月以内に厚生労働省へ集計結果を提出でき

るよう、正確かつ効率的に実施する。 

②データ収集に携わる行政の担当者等に対して、技術講

習、情報提供、研修教材等の提供、標準的な調査ツール

の提供などを通じて、積極的な技術支援を行う。また、

健康・栄養調査の効率化を目指した専用ソフト（名称：

食事しらべ）を更新して、希望する自治体へ配布し、調

査の全体の効率化も目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 特別用途食品及び収去食品等の分析 

①消費者庁の特別用途表示の許可等に関わる申請に基

づく試験業務を期間内に実施するとともに、そのヒアリ

ングに適切に対応する。 

②消費者庁が収去した特別用途食品及び栄養表示がな

された食品の分析業務を期間内に実施する。 

③栄養表示基準における栄養成分の分析法について、よ

り適切な分析手法の検討を行う。また、試験検査機器の

有効利用及び整備の充実を図る。 

④登録試験機関間の精度管理に関する試験を引き続き

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①平成 21年国民健康・栄養調査について、厚生労働省の指示に基づき集計・分析を行い、平成 22年

7 月にその結果を提出した。調査票の受理後 7 か月以内に集計を完了するという目標を引き続き達成

した。平成 22年国民健康・栄養調査について、都道府県等からの調査票提出を確認後、順次集計作業

を進めている。 

②当研究所のホームページ上に平成 22年国民健康・栄養調査の適正な実施に資する情報や調査員のト

レーニング教材を掲載するなど、国民健康・栄養調査及び各自治体独自に実施する健康・栄養調査等

に関して、技術支援を行った。 

また、地方自治体に勤務する行政栄養士等を対象とする技術研修セミナーを 2 種類（調査実践編、

食事しらべ編）企画し、東京と大阪で計 6回開催し、延べ 244名が参加した。 

③昨年度開発した食事しらべ 2009年版は、健康・栄養調査に関わる集計業務に要する時間と各保健所

（自治体）で行われているデータの取りまとめならびに対象世帯への結果返却に要する時間を短縮さ

せることに貢献しており、今年度はそれを改訂して食事しらべ 2010年版を作成した。この食事しらべ

2010年版と、栄養摂取状況調査の精度向上及び標準化を主たる目的とした「標準的図版ツール（2009

年版）」を、利用申し込みのあった自治体に配布した。健康・栄養調査に関わる業務を効率化すること

は、地方自治体が健康増進施策の立案や評価を効果的に実施することに寄与している。 

 

 

①平成 22年度は、特別用途食品申請食品 7品目（特定保健用食品 7品目）の分析を遅滞無く実施し

た。また、消費者庁受託事業を遅滞なく実施した。 

②消費者庁への特定保健用食品申請時の関与成分分析に関わるヒアリングに出席するとともに、内閣

府食品安全委員会・新開発食品調査会の委員等として特定保健用食品の許可に関わる審査に参画した

（ヒアリング：10日/年、調査会・部会：計 4回/年）。 

③食品表示基準における栄養成分の分析方法の見直しや登録試験機関と連携して公定法見直しのため

の検討を行った。また、試験検査機器の整備の充実を図った。 

④登録試験機関間の精度管理に関する試験を引き続き実施し、精度管理体制の基盤を確立した。 
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 評価の視点等 
【評価項目 第１－２（１） 健康増進法に基づく業務に関する

事項を達成するための措置】 
自己評定 Ｓ  評   定 Ｓ  

 
健康増進法に基づき厚生労働省が実施する国民健康・栄養調査や消費者庁が所管の

特別用途食品の表示許可に係る分析試験等の業務を適切かつ遅滞なく実施するとと

もに、調査や分析の精度管理及び精度向上にも努めた。 

（委員としての評定理由） 
 健康増進法に基づく業務「国民健康・栄養調査」及び「特別用途食品の表示許可
に係る試験」については、調査や分析の精度管理および精度向上に努めていただけ
でなく、東日本大震災に際し、災害時の健康・栄養に関する情報を適切に発信する
等研究機関としての役割を果たした点は高く評価できる。 
 
（各委員の評定理由） 
・国民健康・栄養調査や特別用途食品の表示許可に係る分析試験等の業務を適切に
実施し、調査や分析の精度管理や精度の向上に努めている。 
・国民健康栄養調査は、国の健康づくり施策の評価、今後の計画にとって重要な業
務であり、それに関する着実な実績は、国の独法として高く評価できる。 
・健康・栄養調査の集計業務ならびに特別用途食品等の分析業務などについて、ス
ピード、質ともに中期計画を上回る成果をあげたことで、行政の円滑な取り組みに
貢献した。 
・中期目標に沿って、2つの年度計画を設定し、21年度実績に相当する 22年度実績
を挙げていると判断する。 
・国民の健康づくりにおいては、国民健康・栄養調査は大切な事業であり、調査事
業を効率的に実施できるようにしていることは評価できる。今後、調査担当者の意
向やニーズ把握を行い、より一層の内容充実に期待したい。 
・国民健康・栄養調査での様々な工夫は評価できる。特に経時的変化など、わかり
やすく示していることは、こうした国の調査ならではである。 
 
 
 
（その他の意見） 
・また、東日本大震災に際し、災害時の健康・栄養に関する情報を適切に発信する
等研究機関としての役割を果たした点は高く評価できる。 
・加えて HPにおいて災害時の健康・栄養についての緊急情報を 3.11大震災直後か
ら提供を開始したことは大いに評価できる。 
・遅滞なく実施された。手数料の見直し必要。 

 

［数値目標］ 

・国民健康・栄養調査の集計について、すべての調査票の受理後、７ヶ月以内に集計を完

了し、厚生労働省へ提出しているか。 

 

調査票の受理後 7 か月以内に集計を完了するという目標を引き続き達成した。（業

務実績 p.18参照） 

・特別用途食品試験について、分析技術が確立している食品成分においては、すべての検

体において受理から回答までを２ヶ月以内に行う。 

 特別用途食品申請食品 7品目（特定保健用食品 7品目）の分析を 2か月以内に遅滞

なく行った。（業務実績 p.20参照） 

［評価の視点］ 

・健康増進施策の立案や評価に耐えうる信頼性の高い集計業務を実施しているか。 

実績：○ 

 国民健康・栄養調査の調査結果は幅広く利用されることから、効率的かつ信頼性の

高い調査の実施及び集計・分析に努めている。とくに、調査の精度向上及び標準化を

目的として、地方自治体の管理栄養士等を対象とする技術研修セミナーを全国で６回

開催したほか、「食事しらべ（2010年版）」を作成した。（業務実績 p.18､20参照） 

・中期計画で示された期間、予算の範囲内で業務を遂行しているか。 実績：○ 

 健康・栄養調査システム「食事しらべ（2010 年版）」の活用により効率的に時間の

短縮と経費の縮減に貢献している。（業務実績 p.20参照） 

・調査の標準化や精度管理ならびに集計技術の高度化に配慮した取り組みが行われている

か。 

実績：○ 

 これまでの国民健康・栄養調査で培ってきた集計技術を蓄積するとともに、各自治

体における集計業務が的確に実施できる専用ソフト「食事しらべ」をさらに栄養摂取

状況調査の精度向上及び標準化を図るなど、調査技術のさらなる発展・高度化に取り

組んでいる。 

・国民健康・栄養調査で得られた集計結果を客観的に分析し、健康増進施策に活用するた

めの積極的な技術支援を行っているか。 

実績：○ 

 全国２カ所（延べ６回）の技術研修セミナー開催等を通じて、地方自治体の管理栄

養士等に対して、調査の企画や結果活用等のための技術支援を行った。（業務実績

p.18､20参照） 

・収去試験等の分析は適切に行われているか。 実績：○ 

 特別用途食品等の表示許可申請のあった食品について、適切かつ迅速に試験・分析

等を行った。 

・研究所内における分析研修や登録試験機関間の意見交換会を行っているか。 

 

実績：○ 

所内にて研修を通じ、分析方法の見直しを行うとともに、登録試験機関と連携して

公定法見直しのための検討を行った。 

・消費者庁における分析ヒアリングや申請者に対する分析方法の指導は適切に行われてい

るか。 

実績：○ 

消費者庁におけるヒアリングを実施（10日／年）するとともに、内閣府食品安全委

員会・新開発食品調査会の委員等として審査に参画（調査会・部会：計 4回／年）し

た。また、申請者に対しても適切に指導を行っている。（業務実績 p.20参照） 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 
（２）社会的・行政ニーズへの対応に関する事項 
 
 
ア 関連機関等と定期的な情報交換の場を設け、
社会的・行政ニーズを把握すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ ホームページ等を通じて国民からのニーズ
を把握すること。 
 
 
 

 

 
（２）社会的・行政ニーズへの対応に関する事項

を達成するための措置 
 
ア 健康・栄養に関連する団体、大学、民間企業
等から直接的に研究所に対する要望等を伺う機
会を年６回程度設け、社会的ニーズを把握する。
さらに、業務関連行政部局との間で、定期的な
情報及び意見等を交換する場を設け、行政ニー
ズを把握する。  

  また、国、地方自治体、国際機関等より、専
門的な立場からの技術的な協力、指導等の求め
には積極的に応じて研究員を派遣し、研究所に
おける調査及び研究の成果が適切に施策等に反
映できるよう努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 研究所に対する意見、要望等をホームページ
やセミナー等の参加者を通じて把握し、その内
容を検討し、可能な限り業務に反映させる。 

 
 
 

 
（２）社会的・行政ニーズへの対応に関する事項を達成

するための措置 
 
ア 社会的・行政ニーズの把握 
①社会的ニーズを把握するため、健康・栄養に関連する
団体、大学、民間企業等との意見交換会を年６回程度実
施し、連携を強化する。とくに、当研究所は国民生活に
密着した分野を対象としており、国民に研究成果を還元
することが重要であることから、第一線で活躍している
管理栄養士等から、具体的なニーズ等の把握に努める。 
②行政ニーズを適時把握するために、厚生労働省生活習
慣病対策室・食品安全部、消費者庁食品表示課、内閣府
食育推進担当等と情報・意見交換を行い、研究・業務等
に公正中立な立場で適正に反映させる。 
③国、地方自治体、国際機関等からの技術的な協力依頼
に応えるとともに、行政ニーズを把握するため、各種審
議会、検討会の専門委員等として職員を積極的に派遣す
る。 
 
 
 
 
 
 
 
イ ホームページを活用した国民ニーズの把握 
・国民、栄養専門職等からの意見、要望等を広く効率的
に把握するため、「健康・栄養フォーラム」に加えて、
新たなインターネット上での取り組みを行う。 
 

 
 
 
 
 
①健康・栄養に関連する関係団体等との意見交換会を戦略的に以下のとおり計 6 回実施し、従来から
協力関係にある団体等（職能団体、大学、研究機関）との情報交換及び連携を継続した。これらは社
会的ニーズを把握し、今後の研究の方向性を検討することに役立っている。 
1）独立行政法人国立がん研究センター （平成 22.9.14） 
2）独立行政法人農業･食品産業技術総合研究機構食品総合研究所（平成 22.12.16） 
3）独立行政法人国民生活センター（平成 23.2.1） 
4）社団法人日本栄養士会（平成 23.2.11） 
5）国立保健医療科学院（平成 23.2.21） 
6）財団法人健康・体力づくり事業財団(平成 23.2.23） 
②消費者庁食品表示課、厚生労働省医薬食品局食品安全部、同健康局総務課生活習慣病対策室との間
で、実務者レベルでの情報及び意見交換会を行い、行政ニーズに対応した連携体制を整えるとともに、
平成 22年度計画に反映させた。 
③「厚生科学審議会」、「薬事・食品衛生審議会」、「国民健康・栄養調査企画解析検討会」、「管理栄養
士国家試験」、「内閣府食品安全委員会」、「消費者庁健康食品の表示に関する検討会」、「文部科学省科
学技術・学術審議会専門委員会」、「文部科学省幼児期運動指針策定委員会」など、国の審議会、検討
会等の委員として職員を派遣し、行政上の重要課題に対応したほか、｢東京都食品安全情報評価委員会｣
など、地方自治体や国際機関へ職員を派遣し、技術的な支援・協力を行った。 
 また、独立行政法人国民生活センターについては、平成 20年 3月に取り交わした連携協定書に基づ
き、国民の消費生活における安全・安心を確保するため、ひきつづき情報の共有や技術協力等を推進
している。 
 

 
・コミュニケーションチャンネル「健康・栄養フォーラム」における外部からの問い合わせに対応し
た。メールによる問い合わせは約 270件、「健康・栄養フォーラム」での質問は約 60件であった。ま
た、新たなインターネット上の取組みとして、コミュニティサイト『えいこみ』を立ち上げ試験運用
した。 

評価の視点等 
【評価項目 第１－２（２） 社会的・行政ニーズへの対応に関

する事項を達成するための措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ａ  

 
関係団体、行政機関との意見交換会の開催、国や地方自治体等の審議会等における

技術的支援・協力などを通じて、国民や行政ニーズを把握するとともに、それらを業

務に反映させるよう努めた。 

（委員会としての評定理由） 

 社会的・行政ニーズへの対応については、関係団体や行政機関との意見交換、国

や地方自治体等との審議会等における技術支援・協力を通じて社会的・行政ニーズ

の把握に努め、それらを研究業務に反映させる取り組みは評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・関係団体、行政機関との意見交換、国や地方自治体等の審議会への技術支援､協力

等により、国民や行政のニーズを把握し、研究業務に反映している。 

・この項での説明にはなかったが、東日本大震災直後の対応、エビデンスをふまえ

た情報提供は、中期計画の枠にとらわれず、まさに「社会の喫緊のニーズ」に迅速

に対応した実績として大いに評価したい。 

・年度計画２項目とも、計画通り実施され、成果を挙げていると判断する。 

・関係団体や関係機関との意見交換等は評価できる。 

・大学との連携をさらに進め、その中で各大学の横糸となるような国の法人ならで

はの役割に期待します。 

 

（その他の意見） 

・国民からのニーズ把握をするためのコミュニティサイト「えいこみ」に期待する。 

・独法として実施すべき事業をもっと明確にすべき。 

 

 

［数値目標］ 

・健康・栄養に関連する団体、大学、民間企業等との意見交換会を年 6回程度設け、連携

を強化する。 

 

 平成 22 年度は６団体等との意見交換会を行ったほか、連携大学院について講師を

派遣するなど積極的に連携を行った。（業務実績 p.22参照） 

・関係機関等との情報及び意見交換は、年 6回程度積極的に実施されているか。 関係する６団体等との意見交換会において、今後の連携のあり方や連携の具体的な

内容・方策等について検討した。（業務実績 p.20､22参照） 

・行政部局との意見及び情報交換は、年 1回以上適正に実施されているか。 当研究所の業務を所管する厚生労働省や消費者庁を含む内閣府の担当官と実務者

レベルでの意見交換会を開催し、当面の課題や行政ニーズへの対応について協議し

た。 

［評価の視点］ 

・国、地方自治体、国際機関等への技術的な協力、研究者の派遣等は積極的に実施されて

いるか。 

実績：○ 

職員が国の各種審議会、検討会等の委員として参加し、行政上重要な課題について

技術的な協力を行うとともに、地方自治体やＷＨＯ／ＦＡＯ等の委員会へも参画し

た。 

・社会・行政からのニーズを把握し、研究・業務等にどのように反映しているか。

  

実績：○ 

 一般公開セミナー等の参加者へのアンケート調査や当研究所ホームページを通じ

て国民の意見、要望を聴取し、その内容を職員が共有するなどにより、業務の改善に

つながるよう努めた。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

（３）国際協力、産学連携等対外的な業務に関す
る事項 

 
ア 国際栄養協力体制を充実強化し、特にアジア
地域における国際貢献と学術的ネットワーク
の構築を行うことにより、国際社会における役
割を果たすこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 産学連携推進機能の強化、寄附研究部門の

充実等により、産学連携をより一層進め、研
究成果の社会への還元と知的財産の獲得を目
指すこと。 

 

（３）国際協力、産学連携等対外的な業務に関す
る事項を達成するための措置 

 
ア アジア諸国との間で、栄養調査、栄養改善及
び健康づくり等に関する共同研究において中
心的な役割を果たすとともに、ＷＨＯ西太平洋
地域における協力センターの設置（平成１９年
度を目途）に向けての準備を行う。 

  また、研究者養成及び共同研究の促進を図る
ため、「国際栄養協力若手外国人研究者招へい事
業」により年間２名程度の若手研究者に研究所
での研修機会を提供するとともに、アジア地域
の研究者を交えたシンポジウムの開催等を行
い、アジア地域における栄養学研究基盤の強化
に寄与する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 民間企業、大学等の複合的な連携を強化する

とともに、寄附研究部門の充実を図る。 
  これにより、研究所の研究成果と社会ニーズ

の橋渡し、新たな展開・応用を図るとともに、
知的財産の獲得を積極的に行う。 

（３）国際協力、産学連携等対外的な業務に関す
る事項を達成するための措置 

 
ア アジア地域における学術的ネットワークの構

築 
①アジア諸国との間で、栄養学研究の発展につな
がる共同研究及び人材育成を積極的に行う。研究
交流を推進する観点から、国際栄養協力若手外国
人研究者招へい事業を活用し、年間２名（中国１
名、マレーシア１名を予定）の若手研究者を受け
入れる。また、フォローアップ共同研究助成事業
により、これまで受け入れた研修生との共同研究
や情報提供などを引き続き推進する。 
②ＷＨＯ等との協力関係を強化し、関連する会議
に研究員を派遣する。 
③アジア諸国における栄養士制度・栄養士養成の
現状について調査・検討を行う。 
④ＷＨＯ研究協力センターとしての申請手続きを
行ったところであり、アジア西太平洋諸国へのニ
ーズに沿った協力活動の充実を図る。 
⑤当研究所の研究成果、わが国の栄養、運動施策
上の重要なガイドライン等について、英語版ホー
ムページ上での情報発信に努め、海外からのニー
ズに的確かつタイムリーに応える。 

 
イ 産学連携による研究成果等の社会還元  
①健康・栄養や食品開発等に関連する研究機関、
民間企業等との共同研究や受託研究、特許等の実
用化等により、当研究所の研究成果やノウハウを
具体的な商品開発やサービスを通じて、社会に還
元できるよう努める。 
②宇宙航空研究開発機構（JAXA）と連携して立ち
上げた「機能性宇宙食研究会」を基盤として産学
連携の強化を図るとともに、機能性宇宙食の開発
に着手する。 

 
 
 
 
 
①｢若手外国人研究者招へい事業｣として研修生 2名（マレーシア 1名、中国 1名）を約 3か月間受け入れた。
また、フォローアップ共同研究事業により、これまで受け入れた研究者との共同研究や情報提供などを引き
続き推進した。また、海外からの視察訪問（4件）・研修（1件）を受け入れた。 
・日本学術会議 IUNS分科会および日本栄養改善学会、日本栄養・食糧学会との連携により、「IUNS栄養学リ
ーダーシップ育成国際ワークショップ（9月 7日～9日）」を開催した。（IUNS=国際栄養科学連合） 
・アジア諸国から著名な研究者および WHO西太平洋事務局の担当官を招へいし、第 4回アジア栄養ネットワ
ークシンポジウム「アジアにおける栄養教育：学校給食制度の取り組みについて」（9月）を開催した。 
②WHOの GEMS/Food Collaborating Institutionsとして正式認定を受け、食品安全に関して食品摂取量把握
の部分でデータを提出し国際貢献を行った。 
③アジア諸国、特にベトナムにおける栄養士養成のあり方について調査・検討する目的で、ベトナム国立栄
養研究所、ホーチミン市栄養センター、Hai Duong医療技術大学にて情報収集・意見交換を実施、その成果
を踏まえてカリキュラム強化に向けた提言を行った。 
④WHO 指定研究協力センターの正式申請を行った。WHO 担当官らとの会談を実施し、アジア西太平洋地域に
おいて研究所が期待されている内容を盛り込んだ。 
⑤研究所ニュースレター（Health and Nutrition News）を年４回、英語版ホームページに掲載するなど国
際的な情報発信に努めた。 
 
 
 
 
 
①民間企業等との共同研究をはじめ、社会還元に向けた柔軟な取り組みをひきつづき推進した。 
②平成 22 年度には、これまでの共同研究や受託研究に加えて、宇宙航空研究開発機構（JAXA）と連携して
設立した「機能性宇宙食研究会」において、民間企業も含めた多角的な連携に向けた取り組みを強化し、研
究会を 2回開催した。健康・栄養分野での研究協力や食品の有効性評価など、公正・中立の立場で連携し、
社会への還元を図っている。 
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評価の視点等 
【評価項目 第１－２（３） 国際協力、産学連携等対外的な業

務に関する事項を達成するための措置】 
自己評定 Ｓ  評   定 Ａ  

 

アジア諸国との研究ネットワーク構築、若手研究者の受け入れ、英語版ホームページを

通じた情報提供など、国際協力および産学官連携による共同研究や研究者の交流等を通じ

た社会還元に努めた。 

平成 22年度は、とくに海外からの視察団の受け入れや国際栄養士会議への協力、シンポ

ジウム開催などの国際協力を一層推進するとともに、JAXA、極地研などの研究機関との連

携も引き続き推進した。 

また、ＷＨＯ指定研究協力センター設置に向けて正式に申請を行った。 

（委員会としての評定理由） 

 国際協力・産学連携等対外的な業務については、海外からの研究者の受け入れ、

国際シンポジウムの開催等、国際協力を推進し、JAXA等との共同研究を積極的に推

進していることは評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・海外視察団の受入、国際栄養士会議への協力、国際シンポジウムの開催等の国際

協力の推進やＷＨＯ指定研究協力センター設置に向けての申請は評価できる。 

・中期計画にそって着実な実績をあげてきたと評価する。WHO 指定研究協力センタ

ー認定に向けて、一層の努力を期待したい。 

・国際シンポジウムの開催や、JAXAとの連携による研究などは、中期計画を上回る

実績をあげたものと認められる。 

・年度計画のうち、ア）アジア地域における学術的ネットワークの構築について、

５つの計画が挙げられ、全て達成されていると判断する。特に、計画①については、

計画を大幅に上回る活動を行っていると評価する。計画イ）産学連携についても、

計画①、②ともに妥当に実施されていると判断する。 

・アジア諸国との交流など国際協力、産学連携等を積極的に推進していることは高

く評価できる。 

・アクティビティが高いことは評価できる。こうした活動が国民にどう還元される

か示されたい。 

・年度計画を上回る実績。 

 

（その他の意見） 

 

 

 

 

［数値目標］ 

・「国際栄養協力若手外国人研究者招へい事業」により年間２名程度の若手研究者に研究

所での研修機会を提供し、途上国の健康・栄養問題解決に貢献する。 

 

 若手研究者 2名（マレーシア 1名、中国 1名）を受け入れるとともに、フォローアップ

共同研究事業についても、情報提供や共同研究を引き続き推進した。（業務実績 p.22参照） 

・アジア地域の研究機関との交流・連携・支援を年 2回以上積極的に実施しているか。 アジア諸国、特にベトナム国立栄養研究所等にて情報収集・意見交換を実施し栄養士養

成のカリキュラム強化に向けた提言を行ったほか、マレーシア、タイからも視察を受け入

れるなど、アジア地域からの研究者とのとの交流を深めた。 

［評価の視点］ 

・若手研究者の育成や共同研究の推進のために、どのような取り組みが行われているか。 

実績：○ 

アジア地域からの若手研究者の受け入れをはじめ、流動研究員制度や連携大学院制度を

活用した若手研究者の育成を図った。また、WHO など海外の研究機関との連携の構築を図

った。 

・海外に向けての情報発信は、タイムリーに適切に行われているか。 実績：○ 

 英語版ホームページ等を通じて、わが国の食事摂取基準など運動や栄養に関するガイド

ライン等の情報提供に努めるとともに、WHOの GEMS/Food Collaborating Institutionsと

して食品摂取量に関するデータを提出するなど海外への情報発信・共有に努めた。 

・研究成果が、知的財産の獲得や社会への還元、国民の健康の保持増進にどのように結び

ついているか。 

実績：○ 

 企業等との共同研究や研究者の派遣、受入れ等を通じて研究成果の社会還元や知的財産

権の実用化が図られるよう努めた。その一環として、JAXA（宇宙航空研究開発機構）や国

立極地研究所等との共同研究も引き続き推進した。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

（４）栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関する事項 

 

 

栄養情報担当者（以下「ＮＲ」という。）が社

会的役割を果たすことができるよう、研修や情報

提供等を通じてその質的向上を図るとともに、実

際の業務内容のモニタリング等を行い、制度や研

究所の関与のあり方について検討すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関する事項

を達成するための措置 

 

栄養情報担当者（以下「ＮＲ」という。）が、保

健機能食品等の利用に関して、消費者に適切に情

報を提供し、消費者が気軽に相談できる者となれ

るよう、研修や情報提供等を通じてその質的向上

を図る。 

 また、中期目標期間開始より３年以内に、ＮＲ

の実際の業務内容、社会でのあり方についてモニ

タリングを行う。この結果に基づき、制度のあり

方や研究所の係わりについて検討を行い、中期目

標期間終了までに結論を得る。 

 ＮＲ事務業務について、効率的かつ的確な業務

が実施できるよう見直しを行う。また、外部委託

が可能な業務については、アウトソーシングを行

う。 

 

（４）栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関する事項を達成

するための措置 

 

①ＮＲは、平成 21年度までに 4,093名を輩出している。

ＮＲのスキルアップを図るとともにＮＲとして求めら

れるニーズに応じた最新の情報提供等を行うため、全国

６カ所以上で研修会を実施する。 

②ＮＲ認定試験等は外部有識者の協力を得て、適正かつ

公正に実施する。また、管理栄養士養成施設等からのＮ

Ｒ養成講座指定の要望に対して、適切な対応・認定を行

う。 

③関係団体と定期的な意見交換を行うなどＮＲ制度へ

の研究所の関与、認知度の向上及び職域の拡大のための

具体的な取り組みを実施しＮＲへの支援強化を図る。 

 

 

 

 

 

①全国６カ所において研修会を開催し、健康食品を取り巻く最新の情報やトピックなどＮＲのスキル

アップのための支援を行った。 

②外部有識者の協力を得て公正にＮＲ認定試験を実施し、平成２２年度末現在で累計 4,574 名のＮＲ

を認定した（今年度から受験資格を附与した、6 年制薬学部在学生の薬学共用試験合格の資格で受験

した者のうち、大学卒業の届出により資格を附与する者は 114名）。養成講座については、新たに３養

成講座を指定し、４３講座（在学生向け２７講座）とした。 

③健康食品管理士認定協会との協力により、引き続き認定・更新に必要な単位の取得機会を増した。 

・省内仕分けにおける主務大臣の指示により制度に関する聞き取り調査を行ってその結果を報告した。 

 

評価の視点等 
【評価項目 第１－２（４） 栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関

する事項を達成するための措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ｂ  

 
健康食品に関する的確な情報を国民へ提供できるよう、栄養情報担当者（ＮＲ）制

度の適正な運用を図るとともに、ＮＲの資質向上にも努めた。 
（委員会としての評定理由） 

 栄養情報担当者（NR）制度については、適正な運用を図り、資質の向上に努めて

いる点は中期計画に沿った実績をあげているが、社会的認知度についてはさらなる

努力が必要である。 

 

（各委員の評定理由） 

・ＮＲ制度の適正な運用を図り、ＮＲの資質向上に努めている。 

・本事業の見直し方針にそって，資格取得者が混乱しない対応を望む。 

・３つの 22年度年度計画すべてにおいて、計画通りに実施され、成果を得ていると

判断する。 

・NR制度のモニタリング結果を活かし、認知度を向上させ、国民に役立つ制度とし

ていただきたい。 

・ＮＲの社会的認知が今ひとつの感がある。 

・第三者機関への移管の筋道を示すべき。 

 

（その他の意見） 

 

 

 

［数値目標］ 

・ＮＲのフォローアップとして、年 6回以上の研修会を開催する。 

 

仙台、東京、名古屋、大阪、岡山、福岡において計 6 回の研修会を開催し、2,567

名が受講した。 

・今後５年間でさらに４，０００名程度のＮＲ認定者の輩出を行う。  平成 22年度で新たに 481名に資格を付与し、累計 4,574名となった。 

（業務実績 p.24参照） 

［評価の視点］ 

・ＮＲ認定試験の実施状況や養成施設の状況はどのようなものか。 

実績：○ 

第７回ＮＲ認定試験合格者を含め、これまで累計で 4,574名にＮＲ認定資格を付与

した。また、外部機関によるＮＲ養成講座は新たに３講座を指定し計４３講座となっ

た。（業務実績 p.24参照） 

・ＮＲ制度への研究所の関与のあり方を検討しているか。 実績：○ 

 省内事業仕分けによる主務大臣の指示により、制度に関する聞き取り調査を行っ

て、その結果を報告した。 

・ＮＲ事務業務の見直しは、効率的かつ的確な業務ができるよう行われているか。 

 

実績：○ 

 省内事業仕分けによる主務大臣の指示により、制度に関する聞き取り調査を行っ

て、その結果を報告した。 

・ＮＲの活動状況を適切に把握しているか。 実績：○ 

 厚生労働科学研究により、NRの活動状況調査等を引き続き行い、その活動実態の把

握に努めた。、 

・ＮＲ制度の認知度の向上、職域の拡大に適切に取り組んだか。 実績：△ 

 マスコミ広報、ホームページ等を通じて認知度の向上に努めた。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 
３．情報発信の推進に関する事項 
 
 
（１）研究所として総合的な情報発信を行うため

の体制を強化し、対外的な業務の推進を図る
こと。 

 
 
 
 
 
（２）研究所の活動状況に関する情報をホームペ

ージを介して広く公開すること。 
 
 
 
 
（３）研究所の諸活動及び研究業績については、

研究所報告やニュースレターの刊行及び電
子メディアでの配信により公開すること。 

 
 
 
 
 
（４）研究所の諸規程、職員の公募等、必要な情

報開示は、ホームページ等を活用し積極的に
行うこと。 

 
３．情報発信の推進に関する事項を達成するため
の措置 

 
（１）研究所として総合的な情報発信を行うとと

もに、対外的な業務の推進を図るための組織
整備を行う。 

 
 
 
 
 
（２）ホームページに研究所の活動状況を積極的

に配信し、ホームページの掲載内容をより充
実させる。 

ホームページアクセス件数は、中期目標期
間中、毎年５０万件程度を維持させる。 

 
（３）研究所の諸活動及び研究業績については、

毎年度１回研究報告としてとりまとめるとと
もに、最新の研究成果やトピックス等を紹介
したニュースレターを年４回刊行する。 

   また、これらについては、ホームページ上
で公開するとともに、電子メディアでの配信
も行う。 

 
（４）研究所の諸規程、職員の公募等、必要な情

報開示は、ホームページ等を活用し積極的に
行う。 

 

 
３．情報発信の推進に関する事項を達成するための措置 
 
 
（１）総合的な情報発信及び対外的な業務の推進 
・情報センターにおいて、所内各プログラムにおける研
究成果及び研究所内外の関連情報を集約・精査し、国民
が適切な運動・食生活を実践するために必要な情報提供
を引き続き積極的に行う。 
 
 
 
（２）ホームページによる活動状況の配信 
・当研究所の活動内容・成果等をホームページやメール
ニュースを介して引き続き積極的に配信する。またホー
ムページの掲載内容を整理しつつ、最新情報の追加更新
に努める。 

 
（３）研究・業務実績の情報提供 
・当研究所の活動及び研究業績を年１回研究報告として
刊行する。また研究所のプロジェクト紹介や研究成果
を、『健康・栄養ニュース』を介して年４回(季刊)刊行
し、ホームページ上で公開するとともに、電子媒体によ
る配信を行う。 
 
 
（４）ホームページ等を活用した積極的な情報開示 
・ホームページ等を活用して、当研究所の研究成果や関
連情報、研究所の諸規程、職員の公募等、必要な情報開
示を積極的に行う。 

 
 
 
 
 
・所内各プログラムの研究成果及び研究所内外の関連情報を集約・精査し、ホームページを介して情
報提供した。研究成果データベースへの登録数は約 900 件であった。また研究所内外への情報発信と
して、最新健康・栄養ニュースへのデータ登録数は約 3,600 件、最新健康食品文献リストへのデータ
登録数は約 20,500 件であった。研究所全体としてのサイトの 1 日あたりの平均アクセス数は、平均
11,000件/日であった。「健康づくりに向けた『食育』取組データベース」サイトのデザインを一新し
た。 
 
 
・所内の活動内容・成果等をホームページやメールニュースの形で約 1,800名の読者に 4回配信した。
また、ホームページにおいて、研究所の最新情報を What's Newの形で約 50件掲載した。 
 
 
 
 
・研究活動及び研究業績を１回刊行した。また『健康・栄養ニュース』を年４回(季刊)刊行し、ホー
ムページを介して電子媒体でも配信した(登録者数は約 1,800名）。 
 
 
 
 
 
 
・ホームページ等を活用して、当研究所の研究成果や関連情報、研究所の諸規程、職員の公募等、必
要な情報を開示した。研究成果データベースへの登録件数は約 900件であった。また、入札広告 4件、
研究員公募 12件、情報公開関連文書・関連法規 46件の追加あるいは更新を行った。 

評価の視点等 
【評価項目 第１－３ 情報発信の推進に関する事項を達成する

ための措置】 
自己評定 Ｓ  評   定 Ａ  

 
ホームページやニュースレター「健康・栄養ニュース」等を通じて、当研究所の研

究成果や健康・栄養・食品に関する情報を迅速かつ積極的に発信し、国民の健康の維

持・増進に寄与した。 

（委員会としての評定理由） 
 情報発信の推進については、ホームページ等を通じて研究成果や健康・栄養・食
品情報を迅速かつ積極的に発信し、国民の健康維持増進に貢献している点は評価で
きる。特に東日本大震災における、災害時の健康・栄養に関する情報発信は研究所
の役割を果たした点で評価できる。 
 
（各委員の評定理由） 
・ホームページ、ニュースレター等を通じて、研究成果や健康・栄養・食品情報を
発信し、多くのアクセスを得て、国民の健康の維持・増進に寄与している｡ 
・情報発信体制の一層の整備が図られたと評価する。 
・新たな情報発信としてフェイスブック型のシステム「えいこみ」を立ち上げたこ
とは、特筆に値する。 
・4項目の 22年度計画が順調に実施されていると判断する。HPへの年間アクセス件
数をはじめとする、いくつかの情報提供へのアクセス件数が、当初計画の数値目標
を大幅に更新していることは、本研究所の国民の関心を示すものでもあり、高く評
価できる。 
・アクセス件数等から国民の関心の高さが伺えるとともに、東日本大震災における
健康・栄養に関する情報発信も含め情報発信サイトの充実は高く評価できる。 
・特にＳとは考えられないが、新たな取り組み（「えいこみ」など）を入れている点
を評価する。今後これらの効果をさらに示していただきたい。 
・概ね年度計画に従った事実の実施であるが、災害時の情報について対処した。 
 
（その他の意見） 
 

［数値目標］ 
・ホームページへの年間アクセス数を 200万件、最新情報によるホームページの更新を年
間 2000 件以上とする。健康食品の安全性・有効性情報データベースの閲覧件数として一
日 6000件以降を維持する。 

 

 研究所全体のホームページへの年間アクセス数は約 400万件、最新栄養ニュースへ

の登録数は約 3,600件であった。また健康食品の安全性・有効性情報データベースの

みとしてのアクセス件数は一日平均 8,361件であった。 

［評価の視点］ 
・研究成果等の情報はタイムリーに発信されているか。 

実績：○  

 研究成果等についてはマンスリーレポートとして毎月公開しているほか、研究報告

を年１回刊行、「健康・栄養ニュース」を年４回発行するとともに、ホームページ上

で公開するなど、研究成果のタイムリーな発信に努めた。（業務実績 p.26参照） 

・内容をわかりやすく充実したものにする取組に工夫は見られるか。 実績：○ 

ホームページ及び「健康・栄養ニュース」については、一層わかり易いものと 

なるよう、トップページを含め、全体的に内容を更新・充実した。 

・発信される情報のコンテンツの評価は行われているか、また更新頻度はどの程度か。 実績：○ 

 情報管理委員会により、随時内容の評価及び見直しを行った。 

・諸規程等研究所運営に関する情報は、遅滞なく開示が行われているか。 実績：○ 

 当研究所の運営等に関する諸規程、職員公募情報などについて、ホームページ上で

迅速かつ積極的に公開した。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 

通則法第２９条第２項第２号の業務運営の効

率化に関する事項は次のとおりとする。 

 

１． 運営体制の改善に関する事項 

 

 

（１）研究所の意思決定と運営を機動的かつ効率

的に行うことができるよう、役員組織と研究

部門及び事務部門との間の連絡を密にし、執

行体制を強化すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究企画及び評価に関わる機能及び体制の

強化を図り、研究業務の包括的、計画的な実

施を進めること。 

 

 

 

 

 

 
（３）業務の確実な実施のため、各研究・業務に

関する内部進行管理及び評価を行うこと。 
 
 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項を

達成するための措置 

 

 

 

１．運営体制の改善に関する事項を達成するため

の措置 

 

（１）研究所の意思決定と運営を機動的かつ効率

的に行うことができるよう、役員組織と研究

部門及び事務部門との間の連絡調整を密に

し、執行体制を強化する。 

   また、研究所運営に対する研究所職員の意

識を高めるため、研究所運営に関する必要な

情報の共有化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究部門間での連携を強め、異なる研究分

野からの情報や研究手法を積極的に利用し

て戦略的な事業の立案・実施を図る。 

 

 

 

 

 

 
（３）調査及び研究業務の効率的かつ確実な推進

を図るため、所内報告会等により各業務の進
捗状況を把握し、適切な評価を行い、その結
果を計画的・効率的な業務の遂行に反映させ
る。 
また、所内イントラネットを活用し、業務

の進捗状況管理等の効率化を図る。 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項を達成

するための措置 

 

 

 

１．運営体制の改善に関する事項を達成するための措置 

 

 

（１）効率的な組織運営のための執行体制の強化 

①効率的な組織運営を行うため、所内の各会議・委員会

の役割を明確にし、その円滑な運営を目指す。 

②以下の常設の会議及び委員会を、定期的にまたは必要

に応じて臨時に開催し、研究業務の円滑な推進を図る。 

・幹部会議 

・運営会議 

・研究企画委員会 

・研究倫理審査委員会 

・利益相反（ＣＯＩ）委員会 

・所内セミナー 

③研究所内の情報共有機能の強化を目指して、上記会

議・委員会等の内容及び必要な情報等について、すみや

かに所内 LANにより研究所内に周知を図る。 

 

（２）研究の企画及び評価機能の強化 

①研究内容の相互理解と国内外の最新の研究成果等を

知る機会が持てるよう、研究所セミナーを毎月 1回開催

する。 

②研究企画委員会（プログラムリーダー／センター長会

議）を定期的に開催する等により研究部門内の相互の意

志疎通を図るとともに連携体制を強化し、戦略的な取り

組みを推進する。 

 

（３）円滑な組織運営のための業務の進捗管理及び評価 

①各プロジェクトにおける研究及び業務については、そ

れらを総括するプログラムリーダーが進捗状況等につ

いて、研究企画委員会や運営会議で報告を行う。 

なお、必要に応じて役員はプログラムリーダーに進捗状

況等の説明を求め円滑な組織運営や業務の進捗管理に

努める。 

②研究所セミナー等において、各プロジェクトにおける

研究の進捗、成果を報告するとともに評価を行う。さら

にプログラムリーダーからの報告会（年 2回）及びプロ

ジェクトリーダーからの報告会（年 1回）を所内公開で

行う。 

③所内 LANを活用し、業務の進捗状況管理を行うととも

に、各プログラム・センター間、事務部門との情報の共

有を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①効率的な組織運営を行うため、以下の委員会の役割を明確にし、定期的にまたは必要に応じて臨時

に開催し、研究所業務の円滑な推進を図った。 

②幹部会議           60回 

  運営会議           17回 

  研究企画委員会       11回 

  研究倫理審査委員会    17回 

  利益相反（COI）委員会  1回 

  所内セミナー        34回 

③研究所内の情報共有機能の強化を目指して、上記会議・委員会の内容及び必要な情報等を速やかに

所内 LANによって研究所各員に提供した。 

 

 

 

 

 

①研究内容の相互理解と国内外の最新の研究成果等を知る機会を持てるよう、研究セミナーを毎月 1

回以上開催し、22年度では総計 34回行った。 

②プログラムリーダー／センター長会議として研究企画委員会を原則毎月 1回、22年度では 11回開

催した。 

 

 

 

 

 

①各プロジェクトの調査・研究の進捗状況等については研究企画委員会等でプログラムリーダーから

報告が行われた。また、理事長による各プロジェクト、プログラムの研究状況に対するヒアリングが

行われた。 

②研究状況については、特にプログラムリーダーによる中間報告及び最終報告会が行われ、さらにプ

ロジェクトリーダーによる報告会も所内公開で 1回開催され、評価が行われた。 

③所内 LANによって各プログラム・センター間の情報共有、交換が図られた。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

（４）法人運営に関して透明性を確保すととも
に、国民に向けての説明責任を全うするた
め、広報体制を強化し、迅速な情報公開に努
めること。 

 
 
 
 
（５）外部資金の獲得に積極的に取り組むととも

に、経費節減や現況資源の有効利用を進める
こと。 

 
 
 
 
 
 
 

（４）独立行政法人等の保有する情報の公開に関
する法律（平成１３年法律第１４０号）に則り、
積極的な情報公開を行う。 
 
 
 
 
 
（５）研究所の経営基盤の安定化のため、外部資

金の獲得に積極的に取り組むとともに、経費
の節減や研究所の所有する設備等の有効利
用を進める。 

 
 
 
 
 
 

（４）情報公開による透明性の確保 
・独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律
（平成１３年法律第１４０号）に則り、文書を適正に管
理するとともに、適正な情報公開を行う。 
 
 
 
 
（５）積極的な外部資金の獲得及び資源の有効活用 
・競争的研究資金や受託研究など外部資金の積極的獲得
に取り組むとともに、経費の節減や研究所が所有する設
備等の有効利用を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・平成 14年 10月に施行された「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法
律第１４０号）」等に基づき、重点調査研究、基盤研究等の研究成果をはじめ、中期計画、諸規程等
の情報を研究所ホームページで随時公開した。 
・また、研究所ホームページ上での法人ファイル管理簿等の公開を行った。 
・情報公開については、情報公開窓口（事務部庶務課庶務係）を設置し受け付けているが、平成 22
年度の開示請求はなかった。 
 
 
・社会的ニーズに対応した質の高い研究を行うとともに経営基盤の安定化のため、競争的研究資金や
受託研究など外部資金の獲得に積極的に取り組んだ。 
・また、研究所の所有する設備等（運動実験施設：プール、運動フロア、各種運動機器、ヒューマン
カロリメーター、骨密度測定装置等）について、共同研究、受託研究等を通じた外部利用を促進し、
有効利用を図った。 
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国立健康・栄養研究所 評価シート（注：第２期中期計画五年度目） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

評価の視点等 
【評価項目 第２－１ 運営体制の改善に関する事項を達成する

ための措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ａ  

 
運営会議や各種委員会等を通じて役員、研究部門、事務部門の連絡調整や情報共有

を図るとともに、「予算執行管理システム」を更新し、効率的な業務進行管理に努め

た。 

（委員会としての評定理由） 
 運営会議や各種委員会等を通じて、役員、研究部門、事務部門の情報共有、連携
を図るなど、中期計画を上回る実績であると評価できる。 
 
（各委員の評定理由） 
・予算執行管理システムを構築し、効率的な業務進行管理に努めている。 
・中期計画にそった着実な実績と評価する。 
・幹部をはじめ、運営体制の強化、改善と真摯に取り組んでいる様子が認められる。 
・5 つの年度計画のもとに、各々複数の小課題を設定している。各課題について、
順調に実施されていると判断する。多くの実績について、数値記載がみられ、理解
しやすいが、計画（５）の外部資金の獲得状況などは、数値記載がみられないので、
どの程度の達成かは判断しがたい。 
・年度計画に従った事実の実施。 
 
（その他の意見） 
・若手とのディスカッションを拡げる研究所セミナーは評価できる。風通しをよく
し新しいアイディアを成果につなげていただきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［数値目標］ 
   － 

 

－ 

［評価の視点］ 
・役員、研究部門及び事務部門の間の連絡調整、執行体制は十分に強化されているか。 

実績：○ 

 運営会議、研究企画委員会等を頻回に開催するなどにより、役員、研究部門及び事

務部門の連絡調整及び執行体制の強化に努めた。 

・研究所運営に関わる情報の共有化は十分に図られているか。 実績：○ 

 運営会議等で決定された研究所運営に関わる重要事項については、リーダーから職

員への情報伝達を徹底するとともに、毎週開催する研究交流会、イントラネットの電

子掲示板等を通じて、情報や意識の共有に努めた。 

・内部進行管理及び評価は適切に行われているか。 実績：○ 

 定期的な幹部会議及び運営会議を開催し、各プログラム及び事務部における業務ス

ケジュールの進捗状況の管理を行うとともに、イントラネットの電子掲示板を活用し

て研究関連情報の共有を図った。 

・業務進行管理のための体制が整っているか。 実績：○ 

 「予算執行管理システム」を更新し、業務の進行管理及び適切な予算の執行管理に

努めた。 

・適切な情報公開が行われているか。 実績：○ 

 国民への積極的な情報提供、公開に努めた結果、平成 22年度において開示請求は

なかった。（業務実績 p.28､30参照） 

・設備の有効活用が図られているか。 実績：○ 

プールなどの運動実験施設、ヒューマンカロリメーター等について大学や企業等と

の共同研究等を通じて、有効利用を図った結果、延べ 10,670人が利用した。（業務実

績 p.18参照） 

［通知別添］ 
・業務改善の取組を適切に講じているか。 

実績：○ 

週一回の幹部会議、月１回の運営会議や研究企画委員会に加え、イントラネット等

を通じた情報共有に努めており、これらを通じて業務改善の取り組みを行っている。 

・国民のニーズとずれている事務・事業や、費用に対する効果が小さく継続する必要性の
乏しい事務・事業がないか等の検証を行い、その結果に基づき、見直しを図っているか。 

実績：○ 

オープンハウスや一般公開セミナーでのアンケート、関係機関との意見交換会を通じ

て国民的、社会的ニーズを常に把握しており研究を進める上での参考としている 

［政・独委評価の視点等］ 

５ 内部統制 
・内部統制（業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、業務活動に関わる法令等の遵
守等）は適切に構築・運用されているか。 

実績：○ 

所内に設置した COI委員会（外部委員含む）において、審議対象限度額を国が示す

基準よりも大幅に引き下げ（100 万円→10 万円）、研究費等について透明性確保に努

めるとともに毎月監事による月次監査を行った。  

８ 業務改善のための役職員のイニシアティブ等についての評価 
・役職員は法人の業務改善のためにイニシアティブを発揮しているか。その具体的な取組
はどのようなものか。 
・国家公務員の再就職のポストの見直しを図っているか。特に、役員ポストの公募や、平
成 21年度までに廃止するよう指導されている嘱託ポストの廃止等は適切に行われたか。 
・独立行政法人職員の再就職者の非人件費ポストの見直しを図っているか。 

実績：○ 

毎週開催する幹部会議、月１回の運営会議、研究企画委員会等において研究所の課

題を明確にし、必要な指示を行うとともに毎年各プログラムと個別のヒアリングを行

い、具体的な課題を示している。また常勤役員１名については、任期満了後は公募を

行う。 

 なお、嘱託ポストや非人件費ポストなるものは存在していない。 
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国立健康・栄養研究所 評価シート（注：第２期中期計画五年度目）  
中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

２．研究・業務組織の最適化に関する事項 

 

 

（１）業務効率化の観点から、研究部組織体制の

見直しを行い、その最適化を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）他機関との連携・交流を強化し、組織の活

性化を目指すこと。 

 

 

 

 

 

２．研究・業務組織の最適化に関する事項を達成

するための措置 

 

（１）研究所が中期計画の中で重点的に行う調査

及び研究並びに法律に基づく業務に関して、

業務量や集中的に遂行すべき時期等を勘案し

ながら研究及び業務チームを組織する。 

   非公務員型の利点を生かして柔軟に組織の

見直し・改編を行うこととし、従来の部体制

から中期目標に掲げる業務を行うためのプロ

グラム等を設け、各々が独立した形での業務

運営を行う。 

   また、組織の見直し・改編後、毎年、その

効果を検証する。 

 

（２）民間企業、大学等との連携・交流を積極的

に行い、研究員の交流を進め、人材の養成と

資質の向上に努めることにより、組織の活性

化を図る。 

 

 

 

２．研究・業務組織の最適化に関する事項を達成するた

めの措置 

 

（１）効率的な調査研究業務を実施するための組織の最

適化 

①第 2期中期計画を遂行するため、各部門における常勤

職員の人件費を含めたコスト管理及び研究業務につい

て経営的視点の導入による効率的な事業実施のために、

組織のあり方の検討や必要に応じて見直しを実施する。 

②健康食品の安全性・有効性情報データベース、特別用

途食品・栄養療法エビデンス情報の２つのデータベース

の維持管理と内容の充実を図るため、関連機関との連携

をさらに強める取組を行う。 

 

 

（２）他機関との連携・交流による組織の活性化 

・国内外の民間企業、大学、他研究機関との研究協力を

推進し、研究員等を 100名程度受け入れるとともに、研

究所研究員の派遣を 30名程度行うことにより、人材養

成及び資質の向上、組織の活性化を図る。 

 

 

 

 

 

 

①平成 22年度は第 2期中期計画の最終年度にあたるため、次期中期計画に資するための効率的な組織

のありかたについて検討を行い、第 3期中期計画の作成に反映した。 

②厚生労働省や消費者庁ならびに栄養士会等と連携して、健康食品の安全性・有効性情報データベー

ス、特別用途食品・栄養療法エビデンス情報データベースの掲載内容の充実と情報の普及に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

・民間企業、大学、その他の研究機関からの研究者（客員研究員、協力研究員、研修生）の受け入れ

は、それぞれ 37名（中国 2名を含む）、31名（中国 1名、韓国 1名を含む）、35名（韓国 1名を含む）

であり、その他短期の受入れ等を通じて、人材の養成に寄与するとともに、研究所の活性化につなげ

た。 

・一方、それらの機関への研究所職員の派遣に関しては、大学の客員教授や非常勤講師、大学での特

別講義の実施等を 24件実施し、それらを通じて、若手研究者等を育成するとともに、当該機関との共

同研究等の基盤を構築した。 

 

 

 

 

 

評価の視点等 
【評価項目 第２－２ 研究・業務組織の最適化に関する事項を

達成するための措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ａ  

 
研究・業務の量や進捗状況に応じて人員配置や管理体制を見直すとともに、大学・

民間企業等との交流による人材養成及び組織の活性化を図っている。 
（委員会としての評定理由） 

 研究業務の量や進捗状況に応じた人員配置を行い、大学や民間企業等との人材交

流による人材の養成や組織の活性化に努めるなど、中期計画を上回る実績であると

評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・外部からの競争的研究資金や民間企業等からの受託研究収入等を活用し、重点研

究やプロジェクトに必要な人材の配置を行い、また、民間企業、大学等からの研究

者の受入やそれらへの研究者の派遣により、組織の活性化や人材育成に努めている。 

・中期計画にそった適切な対応が行われたと評価する。 

・2 つの年度計画につき、共に、順調に実施されていると判断する。研究員の受け

入れ、派遣などもほぼ数値目標を達成していると判断する。 

・研究職の割合が少ない中での、人材の確保や養成に力を注いでいる点は評価でき

る。 

・ほぼ計画通り。 

・年度計画に従った実施。 

 

（その他の意見） 

 

 

 

［数値目標］ 

   － 

 

－ 

［評価の視点］ 

・研究及び業務チームは適切に組織されているか。 

 

実績：○ 

 平成 22 年度は第 2 期中期計画の最終年度に当たるため、次期中期計画に資するた

めの効果的な組織のあり方について検討を行った。 

・非公務員化の利点を生かした取り組みがなされているか。 実績：○  

 新組織の運営状況の評価、研究職員の実績の処遇への反映など、非公務員化の利点

を生かした柔軟な取り組みを行った。 
・民間企業、大学等の連携・交流の状況はどうか。 実績：○ 

民間企業や大学等と積極的な連携及び人材交流を行い、人材養成等に努めた。 
・業務改善の取組を適切に講じているか。 

 ※ 業務改善の取組：国民からの苦情・指摘についての分析・対応、国民が疑念を抱く

ことのない開かれた法人運営、目安箱等職員からの提案を受け付けるための仕組み

の構築、改善に取り組む職員を人事上評価しているか等 

実績：○ 

ＨＰ上の健康・栄養フォーラムを通じ、苦情等を含む意見、要望等を随時受け付け

ている。また、毎年オープンハウスや一般公開セミナーを開催し、国民に開かれた研

究所を目指している。さらにイントラネット等を通じた情報共有に努めており、これ

らを通じて業務改善提案等も容易にできる環境にあり、処遇についても人事評価マニ

ュアルに基づいて実施している。 
・国民のニーズとずれている事務・事業や、費用に対する効果が小さく継続する必要性の

乏しい事務・事業がないか等の検証を行い、その結果に基づき、見直しを図っているか。 

実績：○ 

オープンハウスや一般公開セミナーでのアンケート、関係機関との意見交換会を通

じて国民的、社会的ニーズを常に把握しており研究を進める上での参考としている。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

３．職員の人事の適正化に関する事項 

 

 

（１）重点的に行う研究及び法律に基づく業務に

対して適切に職員を配置し、効率的に研究業

務を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究職員の個人評価の結果を昇級・昇任等、

給与面に反映させること。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研究職員の流動化計画に沿って原則公募

制・任期制により採用を行い、研究者層の向

上を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．職員の人事の適正化に関する事項を達成する

ための措置 

 

（１）重点的に行う研究及び法律に基づき実施す

べき業務については、業務運営の効率性を勘

案しながらも、必要な人員を十分に担保した

上で組織体制を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）非公務員型への移行のメリットを最大限に

活かした柔軟な人事システムを構築し、研究

職員の個人評価の結果を昇級・昇任等の処遇

及び給与面に反映させる。 

 

 

 

 

 

（３）研究員の採用に当たっては、「独立行政法人

国立健康・栄養研究所における研究者の流動

化計画」に沿って、原則として公募制、任期

付の採用を行う。 

   研究所が重点的に推進する調査及び研究業

務が着実に成果が挙げられるよう、資質の高

い人材を広く求める。また、資質の高い人材

については、任期中の実績評価に基づき、任

期を付さない形での採用を行う。 

   さらに、外国人及び女性研究者が業務に従

事しやすい環境づくりを推進し、外国人及び

女性職員の採用も可能な限り行う。 

 

 

 

 

 

３．職員の人事の適正化に関する事項を達成するための

措置 

 

（１）重点調査研究・業務等を推進するための適正な人

員配置 

①重点的に行う調査研究及び法律に基づき着実に実施

すべき業務については、重点プロジェクトとして研究補

助員等を適切に配置するなど効果的な運用を行い、研

究・業務の推進を図る。 

②一部の職員への過重な負担とならないよう、研究・業

務等の適正配分に努めるとともに、必要に応じて見直し

を行い、健康の維持・増進につながる職場環境づくりを

目指す。 

 

（２）研究員の業務の適正な評価 

①大学、民間企業等との多様な形態の連携が可能となる

よう、起業を含め、民間企業、団体等との兼業について

も、当研究所の目的、理念に合致したものについては積

極的に行い、成果の社会還元を促進する。 

②各研究員の個人業績及び各プロジェクトの実績を適

正に評価し、昇給・昇任等に反映させる。 

 

 

（３）有能な研究員の登用 

①「独立行政法人国立健康・栄養研究所における研究者

の流動化計画」に沿って、研究員の採用にあたっては、

引き続き原則公募制、任期付の採用を行う。 

②任期付研究員については、任期中の実績評価を適正に

行い、任期を付さない職員としての採用を検討する。任

期付研究員の採用にあたっては、流動化計画に則る一

方、当研究所の長期的な展望との均衡を図りつつ、研究

や業務の性質、行政及び社会的ニーズに応じて、柔軟な

運用を行う。 

③女性研究員の採用を積極的に行うとともに、研究業務

に従事しやすい環境づくりとして、引き続きフレックス

タイム制の活用をはじめ、産休や育児休業等の各種制度

の活用を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①当研究所が重点的に取り組むべき課題である、食事摂取基準の策定、食品分析及び国民健康・栄養

調査関連の調査研究業務を中心に研究員等の適正配置に努めた。特別研究員については 4名（平成 23

年 3月 30日現在）を配置し、重点研究の遂行を中心に活用しているところである。 

②研究補助員についても、各プログラム及びセンターの業務量を勘案しつつ、必要な人材を確保する

など、研究・業務の適正な実施体制を整備した。 

 なお、平成 23年 3月 30日現在の研究員等は、常勤研究員 32名（任期付研究員 15名を含む。）、特

別研究員 4名、流動研究員 5名、客員研究員 37名、協力研究員 31名、その他技術補助員 58名及び研

修生 29名である。 

 

 

①非公務員化の特性と公的な法人であることの両面性に配慮しつつ、民間企業等との共同研究の成果

を商品開発や効果的なサービスの提供等に結びつけるための方策を検討し、さらに連携を促進させる

ため、倫理規定等を遵守しつつ、兼業を促進した。 

②各研究員については、策定した人事評価マニュアルに基づき所属するプログラムやセンターの中間

実績及び年度末実績、並びにそれらへの貢献度及び研究業績を上司の段階的な評価に基づき昇給昇格

あるいは勤勉手当の算定に際して考慮した。 

 

 

 

①平成 13年度の独立行政法人化以来、平成 22年度末までに任期付研究員として採用した者は 26名で

あり、うち 10名が任期満了した。任期付研究員の採用にあたっては、平成 18年 3月に策定した「研

究者の流動化計画」に沿って、原則公募による採用を行っている。 

②平成 22年度は、中長期的な視点から研究所にとって必要な人材を公募し、現在の研究体制に十分貢

献でき、かつ研究や業務の性質、行政・社会的ニーズに対応することができる研究者を 2名採用した。

平成 22年度末現在、常勤研究員 32名のうち、女性研究員は 3名のリーダーを含め 13名となった。 

③研究職員においてはフレックスタイム制を活用する等により、個人の生活にも適合し、研究業務に

従事しやすい環境づくりに取り組んでいる。なお、平成 22年度に、産休・育休の対象となった職員は

1名であった。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 
（４）事務職員についても適切に評価を行い、資

質の向上と業務の効率化を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（４）事務職員の質の向上を図るため、研究員と

同様に評価を行うこととし、その評価システ
ムとして自己評価による評価を行い、その結
果を昇給・昇任等に反映する。 

 
※人事に関する指標 
期末の常勤職員数は、期初の１００％を上限と

する。 
 
（参考 1） 

期初の常勤職員数 47名 
期末の常勤職員数 47名（以内） 

（参考２） 
中期目標期間中の人件費総額 

    ２，３３５百万円（見込） 
 
 ただし、上記の金額は、役員報酬並びに職員基
本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及
び国際派遣職員給与に相当する範囲の費用であ
る。 
 
 
 
 
 
 
 

 
（４）事務職員の適正な評価 
・事務職員についても、あらかじめ自己の達成目標を設
定させるとともに、達成目標を含む業務全般に対しての
自己評価を行う人事評価制度に基づき、個人面接を行
い、直属上司及び総括上司の二段階評価を実施する。評
価の結果は、昇給・昇任等に反映させる。 

 
 
・事務職員について、職員の資質、仕事に対する意欲、取組姿勢等に関する所属課長及び事務部長に
よる段階的評価を人事評価マニュアルに基づき行うとともに、評価結果を昇給や勤勉手当の算定等に
反映させた。 

評価の視点等 
【評価項目 第２－３ 職員の人事の適正化に関する事項を達成

するための措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ａ  

 
プロジェクトの重要性、研究の進捗状況等に応じたメリハリのある人員配置を行う

とともに、研究成果や貢献度などの評価を処遇等へ反映、女性研究員等が働きやすい

環境づくりなど、職員人事の適正化に向けた取り組みを行った。 

（委員会としての評定理由） 

 プロジェクトの重要性に応じた人員配置や、女性研究員の増員、フレックスタイ

ム制の活用や事務職員の資質向上のための取り組みなど中期計画を上回る実績であ

ると評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・中長期的視点に立った研究員の採用や適切な研究員の配置と評価･処遇を行う等人

事の適正化に努めている。 

・女性や子育て世代にとっても働きやすい環境が整いつつあることを評価。 

・適正な職員人事の実現に努力している様子が認められる。直間比率の適正化につ

いての見直しが望まれる。 

・4つの年度計画について妥当な取り組みが認められる。計画（２）の実績の中で、

「兼業を促進した」、とあるが、その実数が示されていないので、判断しがたい。 

・研究職の人員配置等の見直しや業績評価に応じた処遇への反映等が評価できる。 

・フレックスタイムの活用を女性が多い研究所として是非推進し、できれば効果も

示していただきたい。 

 

（その他の意見） 

・年度計画に沿った執行であるが、事務職についての人事計画を明確にすべき。 

 

 

［数値目標］ 

   － 

 

－ 

［評価の視点］ 

・メリハリのある人員配置ができているか。 

 

実績：○ 

重点プロジェクトや法定業務等に対して重点的に研究員、技術補助員を配置するな

ど、メリハリのある人員配置に努めた。 
・研究職員の評価が適切に処遇及び給与に反映されているか。 実績：○ 

 研究職員については、所属するプログラム等の研究実績やそれらへの貢献度を評価

し、それを昇級・昇任や賞与の算定等に反映させた。 
・公募制、任期制による採用が適切に実施されているか。 実績：○ 

 職員の採用にあたっては、研究者の流動化という国の方針に沿って、公募制、任期

制による採用を原則とする対応を行った。 
・外国人及び女性研究員が従事しやすい環境づくりが推進されているか。 実績：○ 

 女性研究者 2 名を採用し、常勤研究員 32 名のうち女性研究者は 13 名となった。、

産休・育休についても、1 名（外国人研究者）が取得し、フレックスタイム制の奨励

など女性が働きやすい環境づくりに努めた。（業務実績 p.32参照） 
・事務職員の資質の向上につながる取り組みが行われているか。 

 

実績：○ 

 事務職員について、幹部職員による段階的評価を昇給・昇任等へ反映させるととも

に、総務省等が行う研修等へ参加させるなどにより、資質向上を図った。 
・人件費の実績が予算を上回った場合には、その理由が明らかになっており、合理的なも

のであるか。 

実績：○ 

 人件費の決算額を予算額の 87.9％にとどめた。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

４．事務等の効率化・合理化に関する事項 
 
 
（１）業務の効率化を図るため、事務書類の簡素

化、電子化、事務作業の迅速化を進めるとと
もに、定型的な業務でアウトソーシング可能
なものについては外部委託を行うこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）事務職員については、研修会やマネジメン

トセミナー等を通じ、研究所経営への参加意
識を高めるとともに、業務意識の高揚を図る
こと。 

 
 
 
 
 
（３）業務の効率化を図るため、業務・システム

の効率化を図ること。 
 
 
 

４．事務等の効率化・合理化に関する事項を達成
するための措置 

 
（１）研究組織体制の見直しに併せて、業務の効

率化を図るため、事務部門の組織を見直す。
この際、事務部門に研究員の研究成果の積極
的な活用や、対外的な業務を担う業務課（仮
称）を設け、研究員が最大限の成果を得られ
るようにする。 

   また、権限の明確化及び決裁プロセスの短
縮化により、意志決定の迅速化を図るととも
に、事務作業の迅速化、事務書類の簡素化、
電子化等を進める。さらに、定型的な業務で
アウトソーシング可能なものについては外
部委託を進める。 

 
（２）事務職員については、研究所で働く者とし

て必要な法令・知識を習得するための各種研
修会やセミナー等への参加を充実させ、職員
が働きやすく自己能力を最大限発揮できる
ような職場環境の整備を推進する。 

   これにより、研究所経営への参加意識を高
め、業務の質の向上及び効率化の一層の推進
を図る。 

 
（３）業務の効率化を図るため、業務・システム

の最適化を図る。 
 
 

４．事務等の効率化・合理化に関する事項を達成するた
めの措置 

 
（１）事務業務の効率化 
・業務の効率化を図るため、各種事務手続きの簡素化、
迅速化、電子化を図るとともに、業務内容を見直し、外
部委託が可能な業務については、費用対効果を勘案しつ
つ業務委託を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）事務職員の資質向上 
・事務職員の資質向上を図るため、業務上必要とされる
知識（知的財産、安全管理、会計・契約等）の技術取得
ができるよう、自己啓発や能力開発のための研修に積極
的に参加させる。また、職員が働きやすく自己能力が最
大限発揮できるよう、職場環境の整備を図る。 
 
 
 
（３）業務システムの効率化 
・業務の効率化を推進するため情報総括責任者（ＣＩＯ）
を中心に業務・システムの最適化・効率化を図る。 

 
 
 
 
・独立行政法人整理合理化計画（平成 19年 12月 24日閣議決定）に示された医薬基盤研究所との統合
を見据えて管理部門の組織や業務の効率化について検討を行った。（なお、検討結果については、政権
交代より当該閣議決定が凍結されるほか、関連法案の審議が遅延している。） 
・外部委託関係では、自動車運転業務委託契約を解除し、それに伴い公用車を売却した。また、定型
的な業務については、平成 21年度に引き続き外部委託を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・職員の資質向上や円滑な業務遂行を図るため、情報公開等に関する研修会、独立行政法人の業務運
営に関するセミナー、共済組合実務研修等に事務職員を参加させた。 
・職員が働きやすく自己能力が最大限発揮できるよう、OA機器の更新等、職場環境の整備・充実を図
った。 
 
 
 
 
 
・イントラネットを活用して業務・システムの最適化・効率化に努めた。 

評価の視点等 
【評価項目 第２－４ 事務等の効率化・合理化に関する事項を

達成するための措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ａ  

 
「予算執行管理システム」の更新、定型的な業務の外部委託化等による業務の効率

化を図るとともに、各種研修への参加を通じて職員の資質及び意識の高揚を図るな

ど、事務等の効率化・合理化に取り組んだ。 

（委員会としての評定理由） 

 定型的な業務の外部委託や所内 LAN システムの活用による業務システムの効率化

により、経費の節減が行われており、中期計画に沿った実績であると評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・事務職員の資質向上に努め、また、業務・システムの効率化・最適化等により、

経費の削減に努めた。 

・経費削減への取り組みなど、中期計画を上回る実績と評価する。 

・事務等の効率化・合理化によって対前年比 5千万円の削減は小さくない。 

・3 項目の年度計画が挙げられている。各々、取り組みは順調に行われていると判

断できる。但し、計画（２）の事務職員の研修への参加、については、実数が挙げ

られていないので、具体の達成状況が分かり難い。 

・ほぼ計画どおり。 

・概ね年時計画に従った達成。 

 

 

（その他の意見） 

 

 

［数値目標］ 
   － 

 

－ 

［評価の視点］ 
・文書簡素化、電子化・データベース化等により、事務作業の迅速化が図られているか。 
 

実績：○ 

 所内 LANシステムの活用、事務処理の電子化を図り、業務システムの最適化及び効

率化に努めた。 
・定型的な業務については、適切に外部委託が行われているか。 実績：○ 

 自動車運転業務委託契約を解除し、公用車を売却したほか、設備等点検業務などの

定型的な業務及びデータ入力業務について、一般競争入札による外部委託を引き続き

進めた。 
・業務等の目標に応じた研修等が適切に実施されているか。 実績：○ 

 業務課を中心として、業務システムの研修会やミーティングを適宜行った。 

・業務･システムの最適化を推進する体制はとられているか。 実績：○ 

 予算執行管理システムをより使いやすく更新したほか、事務部と情報センターが連

携して、業務システムの最適化を進めた。 
・各種事務文書の合理化･電子化が進められているか。 実績：○ 

 所内 LANシステムを活用し、各種事務文書の電子媒体化を進めることにより、文書

の共有化・合理化を図った。 
・こうした効率化・合理化が支出圧縮、人員削減、他の業務の充実・推進等にどう結びつ
いているか。 

実績：○ 

 効率化・合理化の結果、対前年度比５千万円（退職金を除く）を削減した。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

５．評価の充実に関する事項 

 

 

（１）毎年度内部評価委員会において、主要な研

究業務に関して内部評価を実施すること。 

 

 

 

 

 

 

（２）第三者による外部評価委員会により、年度

計画の事前及び事後評価を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）評価に関する結果は、ホームページで公開

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）研究職員について自己点検・評価を行うと

ともに、できるだけ客観的な指標に基づく評

価を毎年実施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．評価の充実に関する事項を達成するための措

置 

 

（１）毎年度内部評価委員会を開催し、主要な研

究業務に関して、内部評価を実施し、研究業

務の確実な実施及び効率化に資する。 

 

 

 

 

 

（２）柔軟かつ競争的で開かれた調査及び研究環

境の実現や経営資源の重点的・効率的配分に

資するため、外部の専門家等の評価者による

外部評価を毎年度２回程度実施する。 

 

 

 

 

 

（３）内部及び外部評価結果は、ホームページ上

で公表するとともに、組織や施設・設備の改

廃等を含めた予算・人材等の資源配分に反映

させる等、調査及び研究活動の活性化・効率

化に積極的に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）研究員については、自己点検・評価を行う

とともに、可能な限り客観的な指標に基づき

評価を行う。 

   また、理事長は自ら全研究員との面談を行

い、適切かつ公平な評価を行う。 

   さらに、評価の結果は各職員にフィードバ

ックするとともに、所内イントラネットを活

用して、各研究の研究業績を公開し、評価の

透明性の確保に努める。 

 

 

 

 

５．評価の充実に関する事項を達成するための措置 

 

 

（１）内部評価の実施 

・各プログラム／センターの報告会を年２回、全プロジ

ェクトの報告会を年１回行い、それらを踏まえて中間及

び年度の内部評価を実施する。中間評価結果に基づき、

年度途中において研究業務を必要に応じて見直し、効果

的な実施につなげる。 

 

 

（２）外部評価の実施 

・外部有識者による評価委員会については、平成２２年

度における当研究所の主要な研究業務の進捗状況、成果

の社会への還元、将来の発展性という観点から、また研

究所の組織運営に関しては、とくにより良い研究環境の

構築という視点から、評価（事後評価）を受ける。 

 また、平成２３年度計画についても外部評価委員によ

る事前評価を受ける。 

 

（３）評価結果の公表 

①内部及び外部評価の結果はホームページ上で公表す

るほか、評価結果の内容についてはプログラム、プロジ

ェクトリーダーの範囲にとどまらず、非常勤職員を含め

た全員に結果を伝え、研究所に求められている方向性や

課題等の共通理解を促し、研究及び業務の内容改善等に

つなげる。 

②理事長等役員及び管理職は、これらの評価結果を踏ま

え、予算や人材等の研究資源の配分等に反映させ、調

査・研究活動を効率・活性化させる。 

 

 

（４）研究業績等の自己点検及び評価 

①各研究員においては、社会及び当研究所で求められて

いる自らの役割を充分認識した上で、当該年度における

自らの調査研究及び業務の成果について、点検を行う。

その際、成果を客観的に整理・分析するために、所内

LANによる「業績等登録システム」を活用する。 

②各研究員の評価は、人事評価マニュアルに基づき、主

にプログラム内での貢献及び十分な成果の達成という

視点から各プログラムリーダー／センター長、研究企画

評価主幹及び理事長が行う。なお、任期付研究員につい

ては、任期中の実績評価を行い、その結果をその後の採

用等に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

・各プログラム及びセンターの実績については、中間報告会（平成 22年 11月）及び外部評価委員会

（平成 23年 3月）において所内公開で報告を行った。 

・各プロジェクトの報告については平成 22年 11月にプログラム／センターの報告に併せて行うとと

もに、進捗状況等に応じ研究計画の修正等を行った。 

・これらの報告及び中期目標・計画や年度計画に沿った研究及び業務の進捗状況に基づき、各プログ

ラム／センターの中間評価及び年度末評価を行った。 

 

 

・平成 23年 3月 28日に平成 22年度実績に関する外部有識者による事後評価と併せて、平成 23年度

計画についての事前評価を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

①イントラネットを活用して内部及び外部評価の結果を所員に効率的に伝え、研究所に求められてい

る方向性や課題等の共通理解を促し、研究及び業務の内容改善等につなげた。 

②評価結果を踏まえて、役員等による予算や研究者の確保について研究資源の配分等に反映した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①業績等研究成果のデータベースへの登録件数は 896件(取材、審議会委員等も含む単純集計。参考：

平成 21年度は 1,289件、平成 20年度は 1,185件、平成 19年度は 1,323件、平成 18年度は 1,697件）

であった。 

②各研究員の業績については、主にプログラム内での貢献及び研究目的の達成という観点から各プロ

グラムリーダー／センター長、研究企画評価主幹及び理事長がその評価を行った。なお、任期付研究

員については、任期中の実績評価を行い、その結果をとりまとめ、その後の採用等に関する参考資料

とした。 
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評価の視点等 
【評価項目 第２－５ 評価の充実に関する事項を達成するため

の措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ａ  

 
各プログラム／プロジェクトについて、年 2回の内部評価及び外部評価を適切に実

施するとともに、その結果を予算配分や人員配置に反映させている。 
（委員会としての評定理由） 

 各プログラムごとに内部評価及び外部評価を行い、その結果を予算配分や人員配

置に適切に反映しており、中期計画に沿った実績であると評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・内部評価、外部評価を適切に実施し、予算配分や人員配置に反映させている。 

・適切な外部評価，個人評価が実施されていると評価。 

・外部評価、内部評価を実施したことは確認できたが、予算の補正、人的資源等へ

の反映に関する具体的な実践例の説明があるとなおよい。 

・年度計画 4 項目について、内部評価、外部評価共に計画に従い実施されている。

評価結果の公表について、計画には HP上での公表とあるが、実績では、所員への公

開とあるだけで、外部に公表されたか不明である。 

・内部評価の適正化を充実させている点は評価できる。 

・マンスリーレポートは評価できる。 

・前年どおり、年度計画に従った実績。 

 

 

（その他の意見） 

 

 

［数値目標］ 

   － 

 

－ 

［評価の視点］ 

・内部評価が適切に行われ、研究業務の確実な実施につながっているか。 

 

実績：○ 

年度中間及び年度末に各プログラム及びセンターの実績を報告するとともに、内部

評価を実施し、その結果に基づき研究業務の適切な実施につなげた。 
・第三者による評価が適切に行われ、研究業務の確実な実施につながっているか。 実績：○ 

 年度末に外部委員による事後評価及び次年度計画の事前評価を行った。 

・内部及び外部評価の結果が適切に公開されているか。 実績：○ 

 評価結果は職員に周知するとともに、次年度の研究予算や研究員の配置等に反映さ

せた。 
・研究職員の自己点検・評価及び理事長による評価が適切に行われているか。 実績：○ 

 イントラネットを利用した業績登録システム（マンスリーレポート）により、 

各研究者が業績の自己点検・評価を行うとともに、研究実績及び個人面接等をもとに

理事長による研究者の個人評価を実施している。 
・これらの評価を予算や人員配置、個人の人事評価に適切に反映し、研究の質の向上への

インセンティブを作り上げる仕組みが構築されているか。 
実績：○ 

年２回の内部評価及び外部評価の結果を踏まえるとともに人事評価マニュアルに

基づいた上司による研究への貢献度や個人の業績の評価に加え理事長による評価を

行うことにより客観的な人事評価を実施している。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

６．業務運営全体での効率化 

 

 

 一般管理費（運営費交付金を充当して行う事業

に係るもの。人件費は除く。）については、中期

目標期間の最終年度までに、平成１７年度を基準

として１０％以上の削減を達成すること。 

 

 

 人件費については、「行政改革の重要方針」（平

成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、平成

１８年度以降の５年間において、国家公務員に準

じた人件費削減の取組を行うこと。 

 併せて、国家公務員の給与構造改革を踏え、給

与体系の見直しを進めること。 

 

 業務経費（運営費交付金を充当して行う事業に

係るもの。）については、中期目標期間の最終年

度までに、平成１７年度を基準として５％以上の

削減を達成すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．業務運営全体での効率化を達成するための措

置 

 

 一般管理費（運営費交付金を充当して行う事業

に係るもの。人件費を除く。）については中期目標

期間中、毎年度、２％以上削減し、中期目標期間

の最終年度までに、平成１７年度を基準として１

０％以上の削減を達成する。 

 

 人件費については、「行政改革の重要方針」（平

成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、中期

目標期間の最終年度までに平成１７年度を基準と

して５％以上の削減を達成する。 

 併せて、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、

給与体系の見直しを行う。 

 

 業務経費（運営費交付金を充当して行う事業に

係るもの。）については、中期目標期間中、毎年

度、１％以上削減し、中期目標期間の最終年度ま

でに、平成１７年度を基準として５％以上の削減

を達成する。 

 

６．業務運営全体での効率化を達成するための措置 

 

 

①一般管理費（運営費交付金を充当して行う事業に係る

もの。人件費は除く。）については、光熱水料等の削減

に努め、平成 17年度に比べ１０％（対 21年度比２％）

の削減を図る。 

 

 

②人件費（退職手当及び法定福利費等を除く。）につい

ては、適正な人事配置に努め、平成 17年度に比べ５％

以上の削減を図る。 

 

 

 

 

③業務経費（運営費交付金を充当して行う事業に係るも

の）については、業務の効率化、コストの削減に努め平

成 17年度に比べ５％以上の削減を図る。 

 

 

 

 

①一般管理費については、所要の削減率を見込み、事務消耗品の一括購入や公用車を売却するなど経

費節減に努めた。 

 当該年度は、平成 17 年度実績と比べ、15.0％減（平成 21 年度実績と比べ 0.1％増）である。前年

度と比較すると、東日本大震災により修繕費が増えていることから若干増加しているが、中期目標は

達成している。 

 

②人件費（退職手当及び法定福利費を除く。）については、所要の削減率を見込んだ予算を計画すると

ともに、異動者の補充について、併任対応するなどして欠員補充を見送ったこと等により、平成 17年

度実績と比べ、14.6％減（平成 21年度実績と比べ 8.5％減）であり、年度計画を達成した。 

 

 

 

 

③業務経費については、所要の削減率を見込んだ予算額で計画し、消耗品、備品の共同利用など経費

節減に努めた。なお、当該年度は、平成 17年度実績と比べ 27.6％減（平成 21年度実績と比べ 18.0％

減）であり、中期目標を達成した。 
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 評価の視点等 
【評価項目 第２－６ 業務運営全体での効率化を達成するため

の措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ａ  

 
運営費交付金については、中期目標の達成に向けて、ほぼ計画どおり着実に削減を

進めた。 
（委員会としての評定理由） 

 運営費交付金については、いずれも数値目標は達成しており、中期計画を上回る

実績であると評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・人件費、業務経費の節減に努めており、一般管理費も含めて中期目標の達成に向

けて着実に削減を進めている。 

・中期計画を上回る実績をあげたものと評価する。 

・一般管理費、人件費、業務経費のいずれも、中期計画を上回る削減を達成してい

る。 

・3項目の年度計画につき、数値目標(平成１７年度比）を上回る実績を挙げている。

対前年度比においても、目標を上回る実績を挙げており、高く評価できる。 

・中期目標を上回っている。 

・計画どおり。 

・数値目標を上回る効率化の達成。 

 

 

（その他の意見） 

 

［数値目標］ 

・一般管理費については、中期目標期間中、毎年度、２％以上削減し、中期目標期間の最

終年度までに、平成１７年度を基準として１０％以上の削減を達成する 

 

一般管理費は、平成 21 年度実績比 0.1％増、平成 17 年度比 15.0％減である。（業

務実績 p.38参照） 
・人件費については、中期目標期間の最終年度までに平成１７年度を基準として５％以上

の削減を達成する 

人件費（退職手当及び法定福利費を除く。）は、平成 21 年度実績比 8.5％減、平成

17年度比 14.6％減である。（業務実績 p.38参照） 
・業務経費については、中期目標期間中、毎年度、１％以上削減し、中期目標期間の最終

年度までに、平成１７年度を基準として５％以上の削減を達成する 

業務経費は、平成 21 年度実績比 18.0％減、平成 17 年度比 27.6％減と中期目標を

達成した。（業務実績 p.38参照） 
［評価の視点］ 

・人件費、一般管理費、業務経費の削減に向けた取り組みはどのような状況か。 

実績：○ 

 公用車の売却や業務の外部委託の推進等により、運営費交付金を減額した。 

・経年比較により削減状況が明らかになっているか。また、削減のために取り組んだ事項

の削減に及ぼした効果がどの程度明らかになっているか。 

 

実績：○ 

 原則一般競争入札による調達、原則公募による任期付研究員の採用などにより、業

務の質の低下を招くことなく経費の削減に努めた。 
［通知別添］ 

・給与水準が適正に設定されているか（特に、給与水準が対国家公務員指数 100を上回る

場合にはその適切性を厳格に検証し、給与水準を設定しているか）。 

実績：○ 

当研究所は東京 23区にあることから地域手当が 18％になっているため、年齢勘案

によるラスパイレス指数は 100を超えているが、地域勘案及び地域・年齢勘案ではい

ずれも 100を下回っている。（別添資料 p.12参照） 

・総人件費改革は進んでいるか。 

・法定外福利費の支出は、適切であるか。 

実績：○ 

・退職した職員の補充見送りや、併任などにより総人件費の削減に向けた取り組みを

順調に進めている。 

・福利厚生費については、職員等の健康診断に要する経費のみとなっている。 
［政・独委評価の視点等］ 

３ 人件費管理 

（１）給与水準 

国家公務員と比べて給与水準が高い場合、 

・給与水準の高い理由及び講ずる措置（法人の設定する目標水準を含む）についての法人

の説明が、国民に対して納得の得られるものとなっているか。 

・法人の給与水準自体が社会的な理解の得られる水準となっているか。 

実績：○ 

 職員の給与については国に準じた給与体系とし、人事院勧告に準じた対応を行い、

適正な給与水準を確保している。 

・国の財政支出規模や累積欠損の状況を踏まえて適切な給与水準となっているか。国と異

なる、又は法人独自の諸手当は適切か。 

実績：－ 

 累積欠損金はない。（該当なし。） 
（２）総人件費 

・総人件費改革は進んでいるか。（取組開始からの経過年数に応じ取組が順調であるか、

適切であるかを検証し、削減目標の達成に向け法人の取組を促すという視点をもって評価

する。）。 

実績：○ 

 退職した職員の補充見送りや、併任などにより総人件費の削減に向けた取り組みを

順調に進めている。 

（３）その他 

・法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、業務運営の効率性及び国民の

信頼確保の観点から、必要な見直しが行われているか。法定外福利費の支出は適切か。 

実績：○ 

 福利厚生費については、職員等の健康診断に要する経費のみとなっている。 

 （別添資料 p.3参照） 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

第４ 財務内容の改善に関する事項 
 
 通則法第２９条第２項第４号の財務内容の改
善に関する事項は、次のとおりとする。 
 
１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関す
る事項 

 
（１）運営費交付金以外の競争的研究資金の積極

的獲得を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）各種研究から生じる知的財産（特許権等）

の有効活用及び研究成果の社会への還元を
目的とした出版等を行うことにより、自己収
入の増加を図ること。 

 
 
 
 
 
 
 

第３ 財務内容の改善に関する事項を達成するた
めの措置 

 
 
 
１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関す
る事項を達成するための措置 

 
（１）運営費交付金以外の競争的研究資金の積極

的な獲得を図り、外部研究資金、その他の競
争的資金の募集等に積極的に参加し、その増
加に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）各種研究から生じる知的財産（特許権等）

の有効活用並びに研究成果の社会への還元
を目的とした出版等を行うことにより、自己
収入の確保につなげる。 

   また、「独立行政法人国立健康・栄養研究所
施設・設備等利用規程」に基づき、地域住民
等への施設開放を行い、研究所の設備等の効
率的な利用に努め、併せて自己収入の増加に
寄与する。 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項を達成するための
措置 

 
 
 
１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する事項

を達成するための措置 
 
（１）外部研究資金の獲得 
①厚生労働省、文部科学省等の各府省や科学技術振興機
構等の機関が実施する公募型研究への課題の応募を積
極的に行う。その際、当研究所の目的等を勘案して、競
争力の高い研究課題であるか、また、他の研究機関等と
の共同研究の中核であるかを重視する。 
②健康・栄養に関する調査・研究及び国や民間企業等か
らの受託研究や共同研究、その他の業務については、当
研究所の目的やその後の発展性及び交付金事業として
行う研究を勘案しながら、それらに合致するものについ
ては積極的に受け入れ、自己収入の増加を図る。 
・なお、外部研究資金の獲得にあたっては、過去２カ年
平均の 80％以上の件数の確保を目標とする。 
 
（２）知的財産の活用等による自己収入の確保 
①知的財産については、その出願や維持に係る費用を勘
案しながら、実施につながる可能性の高いものについて
必要な維持を行い自己収入につなげる努力を行う。 
②研究成果等の社会還元を目的に出版（研究所監修によ
る書籍、マニュアル、テキスト等）を行うことにより、
自己収入の確保につなげる。 
③施設の開放にあたっては、自己収入の確保という点で
はなく、ヒトを対象とした研究への参加、地域住民の健
康づくりという視点を踏まえて研究所設備の効率的利
用を推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
①当研究所における質の高い研究課題を選定し、これらの課題に重点をおき、厚生労働省や文部科学
省の科学研究費補助金等の外部資金等の獲得に努めた。 
②国や民間企業等からの受託調査研究については、研究目的や発展性に照らしながら、その内容や必
要性を精査した上で適当とみなされるものについては積極的に受け入れた。 
また、外部研究資金の獲得にあたっては、平成 22年度は 66件で過去 2カ年の平均 75件の 88％とな
り、80％以上となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
①費用対効果を勘案し、今年度は知的財産に係る申請を見送ることとした。 
②当研究所が監修を行った書籍（「健康・栄養科学シリーズ」等）から印税収入を得ることにより自己
収入の確保に努めた。 
③研究のための基礎的データ収集のため、協力が得られる方に対して、運動フロアやプール等の施設
開放を積極的に行い、自己収入の確保を図るとともに、施設・設備の効率的活用に努めた。 

評価の視点等 
【評価項目 第３－１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に

関する事項を達成するための措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ｂ  

 
競争的資金の獲得や受託研究、書籍監修などによる自己収入の確保に取り組んでお

り、経費削減についても平成 22年度目標を達成した。 

（委員会としての評定理由） 
 経済情勢に影響され、競争的資金の獲得、受託研究等の外部研究資金の獲得は困
難さを極めていると思われるが、自己収入の増加にさらなる努力が期待される。 
 
（各委員の評定理由） 
・競争的研究資金や共同・受託研究費等の外部研究資金の獲得に向けてのさらなる
努力が期待される｡ 
・国の研究費全体の減額の影響を受け、総額の減少はやむを得ずと考える。 
・外部研究資金等、自己収入の増加に努力している様子が認められる。 
・２項目の年度計画のうち、外部資金の獲得状況については、件数において目標値
を達成する実績を挙げている。件数と合わせて、獲得金額の明示があれば、より実
績が明らかとなると思われる。他方、「知財の活用などによる自己収入の確保」につ
いては、知財の申請を見送ったとある。自己収入の増加という観点からは理解でき
るものの、知財の確保という中期計画とは整合性に欠ける。 
 
（その他の意見） 
・経済の不況等に影響され、競争的資金、共同・受託研究費などの外部研究資金の
獲得は困難さを極めていると思われるが、より積極的な働きかけを望む。 
・理由はいろいろ検討されている。総じて外部資金減かつ件数も減なので、評価と
してはＢとせざるを得ないと考える。 
・数値目標を掲げていないが、前年度を下回る実績。次期中期目標期間では「外部
資金の比率１／２以上」のみでなく実績額についても目標設定すべき。 
 

［数値目標］ 
   － 

 

－ 
［評価の視点］ 
・競争的な研究資金の獲得状況はどうか。増減の要因は分析しているか。 

実績：○ 

 社会的ニーズに対応し、かつ質の高い研究課題を選定した上で、積極的に競争的資

金等の獲得に努めた。（業務実績 p.38参照） 
・研究成果等の社会還元という観点から、適正に自己収入が得られているか。 実績：△ 

 研究成果を社会還元するため、受託研究や書籍等の監修を通じて自己収入の増加に

努めた。 
・運営費交付金を充当して行う事業について、中期目標に基づく予算を作成し、当該予算
の範囲内で予算を執行しているか。 

実績：○ 

 運営費交付金を充当して行う事業については、中期目標に基づく予算の範囲内での

執行に努めた。 
・経費削減の達成状況はどのようなものか。 実績：○ 

運営費交付金全体として、平成 17年度比 12.7％減、平成 21年度比 9.1％減とした。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

２．経費の抑制に関する事項 

 

 

（１）各部門において、常勤職員の人件費も含め

たコスト管理を四半期毎に行い、効率的な資

金の運用とコスト意識の向上を図ること。 

 

 

 

 

（２）研究業務の集約化、アウトソーシング等に

より人的資源の有効活用並びに経費の節減

を図るとともに、業務運営に係る経常的経費

の削減を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．経費の抑制に関する事項を達成するための措

置 

 

（１）各部門において、常勤職員の人件費を含め

たコスト管理を四半期毎に行い、効率的な資

金の運用とコスト意識の向上を図る。 

 

 

 

 

（２）研究業務の集約化、アウトソーシング等に

より人的資源の有効活用並びに経費の削減

を図るとともに、業務運営に係る経常的経費

についても、法令集の追録購入中止等により

削減を図る。 

 

 

 

第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画

及び資金計画 

１．予算 

別紙１のとおり。 

 

２．収支計画 

  別紙２のとおり。 

 

３．資金計画 

別紙３のとおり。 

 

第５ 短期借入金の限度額 

１．限度額 

 １００，０００，０００円 

 

２．想定される理由 

ア 運営費交付金等の受入れの遅延等による

資金の不足 

イ 予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支

給 

ウ その他不測の事態により生じた資金の不足 

 

第６ 重要な資産を譲渡、又は担保に供するとき

は、その計画 

   該当なし。 

 

第７ 剰余金の使途 

ア 研究環境の整備に係る経費 

イ 職員の資質向上に係る経費 

ウ 知的財産管理、技術移転に係る経費 等 

 

２．経費の抑制に関する事項を達成するための措置 

 

 

（１）効率的な資金の運用・管理 

・「無駄削減取組目標」うち、特に無駄削減に向けた職

員の意識改革、行政コストの節減・効率化に掲げる事項

に係る取り組みを積極的に実施し、予算執行状況の把握

とともに、これら取り組み状況について、運営会議で評

価を行う。 

 

（２）研究業務の集約化 

・各プログラムにまたがる研究の実施や、施設整備、ス

ペース等の共同利用により、人的資源、コスト削減につ

なげる。 

 データ入力、検体の定期検査などの人的コスト削減に

つながるものについてはアウトソーシングを推進する。

また契約にあたっては原則一般競争入札を行う。 

 

第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資

金計画 

１．予算 

  別紙２のとおり 

 

２．収支計画 

  別紙３のとおり 

 

３．資金計画 

  別紙４のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各プログラム／センターの常勤職員の人件費及び業務費のコスト管理について、監事による月次の

会計監査及び幹部職員で構成する運営会議で分析・評価を行うとともに、その内容を研究部に限らず

職員全員に周知徹底を図り、コスト意識の向上について啓発を行った。 

 

 

 

 

・施設・設備や検査機器等の共同利用をさらに行い、コストの削減を行った。 

・引き続き、国民健康・栄養調査のデータ入力、栄養情報担当者資格試験の試験監督業務及び血液検

査等の業務について、アウトソーシングを行い、人的コスト及び経費の削減を行った。 
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評価の視点等 
【評価項目 第３－２ 経費の抑制に関する事項を達成するため

の措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ａ  

 
事務処理の効率化、公用車売却に伴う運転業務委託契約廃止をはじめ、人的資源の活用

など経費節約に向けたコスト管理への取り組みを図った。 
（委員会としての評定理由） 

 事務処理の効率化、公用車売却に伴う運転業務委託契約廃止、人的資源の活用な

ど経費節減に向けた適正な措置が講じられており、中期計画を上回る実績であると

評価できる。 

 

（各委員の評定理由） 

・コスト管理の徹底、施設設備の共同利用の促進、外部委託による効率化、月次監

査の実施等により経費の抑制に努めている。 

・努力は評価する。中期計画にそった実績。 

・２項目の年度計画について、予定通りの実施が図られていると判断する。ただし、

どの程度の成果が得られたかについては、数値などの記載がみられないので、分か

りがたい。 

・人的コストの削減等によるコスト管理は評価できる。 

・抑制が徹底されているが、共同利用施設の利用を促進すべき。 

 

（その他の意見） 

・予算執行の月別集計公表は効果的と考える。早期執行への効果など具体的に示し

ていただけるとなお良い。 

 

 

［数値目標］ 

   － 

 

－ 

［評価の視点］ 

・コスト管理が適正になされ、効率的な資金運用につながっているか。 

 

実績：○ 

調達案件の処理にあたり、原則一般競争入札とし、効率的な資金運用に取り組んだ。 

・人的資源の有効な活用が図られ、それが経費節減につながっているか。 実績：○ 

公用車売却に伴う運転業務委託契約廃止や設備等点検業務に加えて、研究業務について

もデータ入力、検体検査などのアウトソーシングにより、人的資源の効率的活用及び人的

コストの削減を図った。 
・計画と実績との間に差異がある場合には、理由が明らかにされているか。 実績：○ 

計画と実績との差異は経費節減によるものである。 

・運営費交付金が全額収益化されず債務として残された場合には、理由が明らかになっている

か。 

実績：－ 

平成２２年度は中期目標期間の最終年度であるため、債務残高を全額収益化した。 
［通知別添］ 

・事業費における冗費を点検し、その削減を図っているか。 

実績：○ 
 耐用年数経過後も使用可能な備品を継続使用するなど有効活用を図り、また、消耗
品ついてもコピー用紙の両面印刷の励行などにより使用量削減に努めた。 

［政・独委評価の視点等］ 

１ 財務状況 

（１）当期総利益（又は当期総損失） 

・当期総利益（又は当期総損失）の発生要因が明らかにされているか。また、当期総利益（又は当

期総損失）の発生要因の分析は行われているか。当該要因が法人の業務運営に問題等があることに

よるものか。業務運営に問題等があることが判明した場合には当該問題等を踏まえた改善策が検討

されているか。 

（具体的取組） 

１億円以上の当期総利益がある場合において、目的積立金を申請しなかった理由の分析について留

意する。 

実績：○ 

当期の総利益は、173,919,041円である。 

〈要因〉 

運営費交付金収益化基準を人件費（退職金を除く）について期間進行基準を採用したこと、

また、中期目標期間の最終年度であるため、運営費交付金債務残高を全額収益化したことに

よる。 

（３）運営費交付金債務 

・当該年度に交付された運営費交付金の当該年度における未執行率が高い場合において、運営費交

付金が未執行となっている理由が明らかにされているか。 

実績：－ 

運営費交付金について、該当事例はない。 

・運営費交付金債務（運営費交付金の未執行）と業務運営との関係についての分析を行っているか。 実績：－ 

平成２２年度は中期目標期間の最終年度であるため、債務残高を全額収益化した。 

４ 契約 

（１）契約に係る規程類、体制 

・契約方式等、契約に係る規程類は、適切に整備・運用されているか。 

実績：○ 

・平成 21年 7月 14日付にて「1者応札・1者応募」に係る改善方策を策定し、ホームページに

公表している。 

・平成 21年 11月 2日付の「契約事務取扱要領の改正にて、一括再委託の禁止措置及び再委託の

把握措置を定め、11月 9日付で「総合評価落札方式による調達マニュアル」を整備するなど、

契約の適正化に向けて規定等を適切に整備した。 

・契約事務手続に係る執行体制や審査体制は、適切に整備・運用されているか。 実績：○ 

監事による月次監査を実施し、契約方式の妥当性及び契約内容の適正等を審査するとともに、

執行機関（会計課）以外で構成される内部監査を実施し、相互牽制を図っている。 

（２）随意契約見直し計画等 

・契約監視委員会での見直し・点検は適切に行われたか（その後のフォローアップを含む。）。また、

「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目標達成に向けた具体的取組状況はどうか。 

実績：○ 

指摘のあった「1者応札・1者応募」については、平成 21年 7月 14日付にて改善方策を策定

し、HP に公表しており、前回の入札において 1 者応札であった契約については、原因を確認

するとともに、必要に応じ、参加要件の変更、公告期間の見直し等を行い改善に努めている。 

また、「事務・事業を取りやめたもの」以外は、全ての契約を一般競争入札へ移行し、見直し

計画を達成した。 

（３）個々の契約 

・個々の契約について、競争性・透明性の確保の観点から、必要な検証・評価が行われているか。 

実績：○ 

・会計担当監事が毎月の月次監査時に、個々の契約事例についてのチェックを行い、契約の適正

化に努めている。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 ２２ 年 度 計 画 ２２ 年 度 業 務 実 績 

 

第５ その他の業務運営に関する重要事項 

 

 通則法第２９条第２項第５号のその他の業務

運営に関する重要事項は、次のとおりとする。 

 

 

（１）セキュリティの確保 

   情報セキュリティの強化と利用者への情

報提供等の利便性の向上を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８ その他の業務運営に関する重要事項を達成

するための措置 

 

 

 

 

（１）セキュリティの確保 

   情報システムに係る情報のセキュリティの

確保に努める。 

 

 

（２）施設及び設備に関する計画 

 該当なし。 

 

 

（３）積立金処分に関する事項 

 該当なし。 

 

第５ その他の業務運営に関する重要事項を達成す

るための措置 

 

 

 

 

（１）セキュリティの確保 

・情報セキュリティの確保に努め、「セキュリティ対

策実施手順書」の見直しなど、現状に即したより適切

な対応に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 平成２１年度独立行政法人国立健康・栄養研究

所行事等予定表 

別紙５のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報セキュリティ確保のために、セキュリティ用ハードウェアのアップデートを月 1回行い監視体制

の強化を継続するとともに、年 6回のセキュリティ講習会(感染研と共同開催)、年 2回のセキュリティ

監査(1回は感染研と共同実施)を実施した。また｢セキュリティ対策実施手順書｣の見直しを行った。 

評価の視点等 
【評価項目 第５ その他の業務運営に関する重要事項を達成す

るための措置】 
自己評定 Ａ  評   定 Ｂ  

 
保有する情報システムについて、「セキュリティ対策実施手順書」の見直しなど、

適切な対策を講じて、セキュリティ対策を一層強化した。 
（委員会としての評定理由） 

 保有する情報システムについて、セキュリティ対策実施手順書の見直しや外部の

セキュリティ監査を受けるなど、適切な対策が講じられており、概ね中期計画に沿

った実績である。 

 

（各委員の評定理由） 

・監視体制の強化、セキュリティ講習会、セキュリティ監査、セキュリティ対策実

施手順書の見直し等により情報セキュリティの確保に努めている。 

・妥当な実績と考える。 

・セキュリティの確保に関して、計画通り実施されている。 

・ほぼ計画どおり。 

・年度計画に従った事業の実施。 

 

（その他の意見） 

・セキュリティ講習会に新入職員の参加が必須事項になっていることは評価できる。 

・新入職員も含めた情報セキュリティ対策は評価できる。 

 

 

［数値目標］ 

・年に２回以上のセキュリティチェックが行われているか。 

 

 

内部での自己チェックに加え、セキュリティ監査会社によるチェックを行ってい

る。 

［評価の視点］ 

・情報システム関係のセキュリティは確保されているか。 

実績：○  

 「セキュリティ対策実施手順書」の見直しにより、さらなるセキュリティの強化を

図った。また、セキュリティ監査会社によるチェックを受け問題点を改善した。 

・職員に対するセキュリティ意識の向上に向けた研修会が行われているか。 実績：○ 

 年 6回セキュリティ講習会（感染研と共同開催）を行い意識の向上に努めた。 

 


